
第3章　高度経済成長と地方債許可制

3-1　高度経済成長の諸相と地方財政

3-1-1 　 高 度 経 済 成 長 の 要 因 と 帰 結

｢もはや戦後でない｣と書かれた50年度から日本経済の高度経済成長期が

始まったと言えるが,前述したように50年度から約5年間､地方財政は赤字団

体からの立ち直りに月日を費やし､地方財政における高度成長期は60年度から

だと言って良いだろう｡一方,高度経済成長期の終憲は石油ショック後の地方

財政危機にあたる　75年度の直前までを本論では対象とする｡図表3-1は60

年度以降の経済成長に関するデータを掲げた｡図表3-1では､実質国民総支

出が対前年度比で70年度まで10%を超える伸びを示し､民間最終支出の伸び

が国民総支出をけん引しているのがわかる｡74年度に実質国民総支出の伸びが

マイナスとなり､高度経済成長も終鳶を迎えたと言える｡

では､一体､高度経済成長の要因は何だったのか｡本論では高度経済成長の

要因とその帰結を検証せず,いくつかの日本経済研究者の意見を紹介するのに

止める｡

ま ず､ 正 村･ 山 田(2002) で は､ 高 度 経 済 成 長 の 要 因 は､ 第1 に 高 い 投 資 意

欲､第2に人的資源の質的改善､第3に最終生産市場の規模拡大､第4に高投

資を支えた国民の高い貯蓄意欲等､を掲げている｡高度経済成長の帰結として

は､第1に貿易･為替の自由化,第2に二重構造の解消､第3に産業構造にお

ける重化学工業化の発展､第4に地方圏から大都市圏への大規模な人口移動等､

が あ っ た と し て い る｡ 正 村(1978) で は, 第1 に 産 業 別 に は 第1 次 産 業 の 産 業

人口が減少する一方､第2次及び第3次産業人口の増加､とくに第3次産業の

増加が顕著であり､ ｢サービス化｣や｢情報化｣が進んだこと､第2に大企業と

中小企業の賃金格差の縮小が進み､高所得者と低所得者及び都市と農村の所得

格差が平準化したこと､第3に生産者及び労働者の集団化･組織化が進み､農

業協同組合､医師会及び労働組合等が結成され､巨大化していき､政治の圧力

団体としての性質を帯びるようになったことを経済成長の結果としてまとめて
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図表3-1　国民総支出対前年度比

( 単 位:%)

項 〇 日 田D61 年 度 田)D63 年 度 田IDĀĀĀĀĀĀĀ

国 民 総 支 出  2 l l . 8  唐 綯 8 . 7  免 ﾂ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1. 民 間 最 終 消 費 支 出 免ﾂ 絣10.4 途 絣8.8 繧ĀĀĀĀĀ

2 . 政 府 最 終 消 費 支  釘 紕 5 . 4  途 絣 7 . 6  Ā Ā Ā Ā Ā

3 . 国 内 総 資 本 形 成  " 2 6 . 4  唐 絣 1 2 . 4  b 絣 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

4 . 経 常 海 外 余 剰  田 綯 7 9 . 2  蔦 " 4 6 . 7  迭 縒 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

項 目 田YD66 年 度 田yD68 年 度 田 僖ĀĀĀĀĀĀ

国 民 総 支 出  迭 縒 1 0 . 3  免 ﾂ l l . 9  " Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1. 民 間 最 終 消 費 支 出 迭 繧10.0 紕8.5 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 . 政 府 最 終 消 費 支 出  4 . 5  紕 4 . 7  釘 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

3 . 国 内 総 資 本 形 成  釘 1 3 . 3  2 0 . 8  r Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

4 . 経 常 海 外 余 剰  蔦 # b 纈 - 3 . 7  都 B 紕 - 1 0 . 3  蔦 ゅ r Ā Ā Ā

項 目 都D71 年 度 都)D73 年 度 都IDĀĀĀĀĀĀĀ

国 民 総 支 出  4 . 5  唐 綯 8 . 1  蔦 紕 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 . 民 間 最 終 消 費 支 出  途 紕 5 . 5  湯 8 . 8  蔦 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 . 政 府 最 終 消 費 支 出  釘 繧 4 . 9  迭 5 . 4  蔦 紕 Ā Ā Ā Ā Ā

3 . 国 内 総 資 本 形 成  0 . 9  湯 繧 l l . 9  蔦 b 絣 Ā Ā Ā Ā Ā

4 . 経 常 海 外 余 剰  b - 2 7 . 9  " 1 0 4 . 2  蔦 3 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

* 新S NA 基 準( 実 質) 90 年 価 格

(出所)大蔵省財政史室(1999)
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いる｡

香西(1981)によれば､経済成長の出発点は､第1にこれまでの設備の老朽

化が進み､設備近代化への設備投資が盛んになったこと､第2に設備投資増大

に対して､労働者の労働能力や家庭の貯蓄増大等偶然とも言える積み重ねが実

現した､とまとめている｡

ま た､ 中 村(1980) で は､ 成 長 の 要 因 を, 第1 に 積 極 的 な 企 業 行 動､ 第2 に

技術進歩､第3に経済政策と経済計画､としており､成果又は問題としては､

第1に国民生活水準の向上と公害問題､第2に国際社会における日本の地位向

上を挙げている｡

3-1-2 　 地 域 経 済 と 経 済･ 経 済 計 画

経済成長は地域経済対しても大きな影響を及ぼしている｡高度経済成長の要

因と結果としていくつかの研究を紹介したが､地域経済においても,第1に大

規模な人口の流入･流出､第2に地域内おいても産業･就業構造に大きな変化

を及ぼし,第3に全体的に所得や生産の増加をもたらしたが､地域ごとにおけ

る所得や生産が等しくなったではわけではなく､地域的分配の公正が図られて

はいない｡第1の人口の流れは東京圏､名古屋圏及び大阪圏(以下｢三大圏｣

と呼ぶ｡)に流入し,とくに東京圏へ人口流入は顕著であった｡一方､人口の流

出は､三大圏を除く他のすべての地域から三大圏へ行われた｡第2の産業構造･

就業構造は,第1次産業から第2 ･ 3次産業の割合が大きくなった｡大工場や

工場コンビナートを中心に工業化が図られ､その工場や工場コンビナートの勤

労者を中心に都市を形成する｢城下町｣が発展した地域もある｡第3に工業化

及び都市化の動きも地域によって進展が違うため､地域や都市間で格差が生じ

るようになった｡

国は国民生活や工業地帯や都市の建設を行政計画として進めるために､経済

計画や国土計画を作成した｡戦後直後の日本においても｢経済復興計画｣を作

成し､戦後復興を図ろうとした｡サンフランシスコ講和条約後には自立した日

本経済を目指し､ 55年に｢経済自立5ケ年計画｣を作成･発表したのを契機に

60 年｢ 所 得 倍 増 計 画｣､ 62 年｢ 全 国 総 合 開 発 計 画｣ ( 以 下｢- 全 総｣ と 呼 ぶ｡)
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と作成されていく｡図表3-2に高度経済成長期における経済計画及び国土計

画をまとめたが,計画期間を終えないうちに次の計画が作成されている｡これ

は､内閣の移り変わりや経済顎境の変化に伴い､計画が新たに作成され続けた

ことを意味する｡

国の経済計画及び国土計画作成の最大の意義は､国がどのような国民生活の

将来像や､または､どのように国土利用を図っていくのかを発表することであ

り､その発表により国民に賛成･反対の論議を起こすことが可能になり､国民

による国家･社会建設への参加をもたらす｡だが,計画作成,計画策定及び計

画実施は当時の政権及び行政側からの一方通行になってしまい, ｢市民参加｣と

いう視点は乏しかった｡ 60年度以降の経済計画や国土計画については､後に計

画内容を示していく｡

3-1-3 　 高 度 経 済 成 長 期 の 地 方 財 政

今井(1979b)では､地方債残高に関し､高度経済成長期に絶対額は増加し

ているが､経済規模や財政規模が拡大していることを考慮すると当然の結果で

あって､経済規模に対する地方債現在高の割合が非常に安定的に推移したこと

の方が注目に値するとしている｡このことは,地方債残高は年々の地方債発行

高のストックを意味するから､年々の地方発行が財政規模に関し大きくなかっ

た こ と を 意 味 す る｡ そ の こ と を 示 し て い る が 図 表3-3 (A) (B) 及 び 図 表3

-4 (A) (B) で あ る｡ 目 立 つ の は 地 方 税 の 割 合 が35% か ら40% が 高 く 安 定

的に推移している点である｡経済規模が拡大しているなか地方税も安定的に収

入を得た構図になっている｡だが､現在から見ると､このような未曾有な経済

成長時代であっても､地方税の歳入割合が35%から40%に止まっているのがい

びつな地方財政構造であると言えるかもしれない｡次に歳入の割合が高いのは

国庫支出金である｡国から地方団体への国庫負担金や国庫補助金を加えたのが

国庫支出金であり､国から地方団体への財源移転が大きく､財源移転の大きさ

は国の政策からの影響が大きいことも同時に意味している｡地方交付税も15%

から20%を占めている｡国が決めた地方団体の必要な仕事の一般財源必要額を

算出した基準財政需要額に対し､国税の一定額を地方団体に交付する制度であ
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図表3-2　戦後の主な経済計画及び国土計画

策 定 年 月 佗h 枴kﾂ 計 ■ 画 期 間 Ā

49 年7 月 ※ 佝ﾈｻｸﾇh 枌48 年 度 ～52 年 度 ĀĀĀ

50 年5 月 俛7ﾘﾘx､ｩJﾙdy.ĀĀĀĀĀ

50 年12 月 佝 凛sX5D 霽h 枌58 年 度 ～62 年 度 ĀĀĀĀ

57 年12 月 i+xｯｨﾆh 枌58 年 度 ～62 年 度 ĀĀĀĀ

60 年12 月 俛jｩ; 飄ｹﾘﾇh 枌61 年 度 ～70 年 度 ĀĀĀĀ

61年11月 ､ｩJﾙ&闔hﾔ鮎h､ｩJﾙ9囘y.ĀĀĀĀĀĀĀ

62 年5 月 h 蝌ｼi78ﾉｩﾙ9 囘y.ĀĀĀĀĀĀĀĀ

62 年10 月 8ﾙﾘﾘx､ｩJﾘﾇh 枌60 年 度 ～70 年 度 ĀĀĀĀ

64年7月 儘鮎i餔Y<¥ｩ&闔i餔Y9囘y.ĀĀĀĀĀĀĀĀ

65 年1 月 hｯｨﾆh 枌64 年 度 ～71 年 度 ĀĀĀĀ

67 年3 月 佝 檠Jﾙ5xﾇh 枋cyDsDĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

68 年6 月 俾 冰)jY7ﾘy78ﾘ゚ IXﾖｨ 雨ﾙUﾂĀĀĀĀĀĀĀ

69 年5 月 i8ﾙﾘﾘx､ｩJﾘﾇh 枌65 年 度 ～85 年 度 ĀĀĀĀĀ

70 年5 月 hﾆ 檠Jﾙ5xﾇh 枌70 年 度 ～75 年 度 ĀĀĀĀĀ

72 年6 月 9(hy?ｩgｹ8x 淤) 雨ﾙUﾂĀĀĀĀĀĀĀĀ

73 年2 月 佝 檍ｮ 馮ｸﾇh 枌73 年 度 ～77 年 度 ĀĀĀĀ

(出所)筆者により作成

※経済復興計画は49年　7月に発表することの中止を決定した｡
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図 表3-3 (A) 　 歳 入 割 合 の 推 移(60 年 度 ～66 年 度)

(単位:百万円)

*66年度地方交付税に臨時地方財政特例交付金を含む｡

( 出 所) 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1999) 386-387 ペ ー ジ
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図 表3-3 (B) 　 歳 入 割 合 の 推 移(60 年 度 ～66 年 度)

ゆ地方税

♯地方交付税

*国庫支出金

地方債

*66年度地方交付税に臨時地方財政特例交付金を含む｡

( 出 所) 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1999) 386-387 ペ ー ジ
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図 表3-4 (A) 　 歳 入 割 合 の 推 移(68 年 度 ～74 年 度)

(単位:百万円)

*67年度地方交付税に臨時地方財政特例交付金, 68年度及び69年度地方交付

税に特別事業債償還交付金を含む｡

( 出 所) 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1999) 386-387 ペ ー ジ
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図 表3-4 (B) 　 歳 入 割 合 の 推 移(68 年 度 ～74 年 度)

*67年度地方交付税に臨時地方財政特例交付金､ 68年度及び69年度地方交付

税に特別事業債償還交付金を含む｡

( 出 所) 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1999) 386-387 ペ ー ジ
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る､国税の一定割合を示す交付税率をこの期間中､ 62年度､ 65年度及び66年

度に上げている｡地方交付税の歳入割合は､この割合だけ､地方団体独自の歳

入である地方税等では賄いきれない行政活動費用がかかっていることを国が認

めている､と言える｡地方債の歳入割合は今井(1979b)の主張を裏付けるよ

うに10%に満たない値で推移している｡従って､地方債残高が地方財政の重荷

にならない程度で済んでいるのである｡

高度経済成長期における歳入構造は､当時の地方税制度における最大の地方

税収入を得るのと同時に､国庫支出金や地方交付税の国から地方団体への財源

移転の姿が大きかった｡国からの地方団体への財源移転は､高度経済成長期に

おける国の歳入が膨らみ､資金移転の余地があったことを表している｡それを

証明するように､国は65年度補正予算まで一般会計国債の発行をせずに財政を

運営したことからもわかる｡

3-2 　 地 方 債 起 債 分 析

3-2-1 　 地 方 債 計 画 額 と 許 可 実 績 額

ここでは､地方債計画額と地方債実績額という2つの数字に注目して､高度

経済成長期における国と地方団体の地方債起債行動の特徴をつかみたい｡

まず､許可制において､許可方針等と並んで重要な役割を果たす地方債計画

はどのようなスケジュールで作成されていくのかをまとめる｡

地方債計画作成は地方財政計画作成のためのひとつの作業として前年度5月

頃から始まる｡まず､自治省内では起債事業や起債事務の見直しと並行して地

方債計画の基本方針を練り始める｡そして､夏の大蔵省への概算要求に備え､

来年度の他の省庁における補助金の制度変更内概算要求額を調べるのと同時に

地方団体から地方財政計画資料を回答させる｡各地方団体はまだ､詳細の予算

作成の作業に入っていないため､本年度の予算をベースにして数字を回答して

いるのが実状である｡

12月になると､国の収入･支出予定額そして収支見込額の数字が算定される｡

その時､一般会計と特別会計は別に算出されるので､一般会計及び特別会計の
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収支見込額が赤字の場合はその対策を練られねばならなくなる｡地方債計画の

普通会計部分や地方交付税算定額を地方財政計画に組み込み,地方財政計画上

の収支を計算する｡地方財政計画上の収支を合わせるため､地方債発行闇や地

方交付税額等が地方財政対策として大蔵省と自治省で協議される｡協議内容と

して､地方財政計画上で歳入不足が明らかであれば､地方交付税を増額するた

めの対応としての交付税特会の借入や地方交付税を振り替えるための地方債増

額が検討される｡

また､地方債対象各事業の充当率や地方債資金の割り振りについても討議さ

れる｡例年12月未には､地方財政対策及び地方債計画が決まることにより,財

政投融資計画及び地方財政計画がまとめられ､来年度当初予算が閣議決定され

る｡自治省においては1月以降に地方債許可方針等がまとめられ, 4月頃地方

団体に通知される｡

地方団体では､前年度9月頃から新年度予算作成作業が始められる｡予算の

数字が固まってくるのは11月頃になるが､翌年1月まで最終調整は続く｡新年

度予算案は通常3月議会に上程される｡そして､翌年度の起債予定額は､議会

で質疑された後に議決された新年度予算に基づき､ 5月頃までに自治省へ提出

される｡それぞれの事業の許可発行額を申請するのは7月近くになり,発行許

可は秋以降に下りるため新規申請許可の地方債発行分は下半期に発行される｡

このように､国と地方自治体の予算作成作業がそれぞれで行われるため,地

方団体の予算額の総合計が地方債計画額に計上されているわけではない｡また､

地方団体の発行許可申請は当該予算年度の7月になり､地方団体の財政運営上

必要な地方債発行の許可申請を予算内で行い,必要があれば補正予算で地方債

歳入を組み､発行許可申請を提出するため､国が前年度12月に策定した地方債
●

計画と地方団体の発行希望額には差異が生じる｡

3-2-2　地方債計画と地方債許可実績額の差異

図表3-5は､当初地方債計画額に対する地方債許可実績額(以下｢許可実

績額｣と呼ぶ｡)､最終地方債計画額に対する許可実績額及び当初地方債計画額

に対する最終計画額のそれぞれの割合をまとめたものである｡

122



図表3-5　　　当初地方債計画､最終地方債計画と許可実績額の推移

( 単 位: 年 度､ 億 円)

年 度 h ﾇh 枌 最 終 計 画 仍h ｧ｢ 許 可/ 当 初 仍h X 最 終/ 当 初 

6 0  3 S 1 , 6 1 4  ﾃ # " 1 . 3 5  R 1 . 0 8  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 1  ﾃ 2 , 2 8 4  ﾃ 2 上 3 5  B 1 . 0 9  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 2  ﾃ S C 2 , 6 6 5  ﾃ c S 1 . 4 4  r 1 . 0 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 3  ﾃ S 3 , 2 4 8  釘 ﾃ 唐 1 . 3 3  1 . 0 3  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 4  ﾃ 塔 B 4 , 1 5 4  迭 ﾃ C モ 1 . 3 8  " 1 . 0 4  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 5  釘 ﾃ イ 5 , 4 6 4  途 ﾃ c b 1 . 4 6  1 . 1 3  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 6  澱 ﾃ s r 6 , 7 8 6  唐 ﾃ 3 モ 1 . 2 5  B 1 . 0 1  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 7  澱 ﾃ c 6 , 7 4 5  唐 ﾃ # c B 1 . 2 5  2 1 . 0 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 8  澱 ﾃ s s 2 6 , 8 6 2  唐 ﾃ ツ 1 . 3 1  1 . 0 1  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 9  途 ﾃ ゴ " 7 , 9 9 0  ﾃ # 1 . 3 0  1 . 0 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

7 0  湯 ﾃ 9 , 2 6 2  2 ﾃ S # 1 . 4 9  紊 b 1 . 0 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

71 ﾃ ツ15,215 "ﾃCr2.03 紊R1.40 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

72 rﾃ#s22,352 津##21..69 1.29 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

73 "ﾃS322,701 ﾃ 都I.42 紊1.01 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

74 2ﾃ325,161 bﾃ#B1.55 紊B1.08 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

(出所) ｢昭和54年度地方債統計年報｣
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それぞれの割合の関係は､次式で表すことができる｡

許可/当初-許可/最終×最終/当初

となり､当初計画に対する許可実績額の割合は､最終計画に対する許可実績額　

の割合と当初計画に対する最終計画の割合に分解できることを示している｡ま

た､図表3-6は図表3-5におけるそれぞれの割合を折れ線グラフで表して

いる｡

当初地方債計画額に対する許可実績額の割合の最小数は65年度及び66年度

の1.25で,最大数は71年度の2.03である｡当初地方債計画における地方債発

行額より多く許可実績が認められていることになる｡最終計画に対する許可実

績額の割合も67年度の1.23と70年度の1.46の間の数値で､許可実績額が最

終地方債計画額よりも多い｡当初計画に対する最終計画の割合はほぼ1.00程度

であり,年度途中における地方債計画額の改定が小さいことを意味し､ 71, 72

年度には比較的大きい地方債計画の改定が行われたことになる｡

3-2-3　地方債計画と地方債許可実績額の差異の発生理由

地方債計画と許可実績額に差額が発生する理由が2つある｡第1の理由は､

制度的理由で許可発行される地方債のなかで地方債計画に計上されない地方債

がある｡発行形態は交付公債であり､種類であれば退職手当債等が｢枠外債｣

と呼ばれ､地方債計画の枠の外で許可発行される｡第2の理由は､前述したよ

うに地方債計画の｢枠内｣の地方債であっても,計画作成と､地方自治体の発

行申請とその許可時が約1年ずれていることに起因している｡

地方債計画は,来年度の経済状況並びに地方財政状況や国や自治省の重要施

策等を勘案して作成されており､来年度の地方自治体に必要な資金をマクロ的

管理したうえで作成された資金計画と考えてよい｡

一方､許可実績額は､各地方団体が来年度の各々の財政状況や財政需要を勘

案して作成した予算を地方議会の承認を経たうえで申請して許可された資金量

と捉えることができる｡従って､許可実績額は､各地方団体の地方債資金需要

の総額と考えられる｡そして､当初地方債計画と許可実績額の差は､国が予想

する地方自治体資金需要額と各地方団体の資金需要額の相違である｡差額発生
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図表3-6　　　当初地方債計画､最終地方債計画と許可実績額の推移

榊.許可ノ当初

許可′凝終

や最終ヂ当初

(出所) ｢昭和54年度地方債統計年報｣
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の原因は､計画作成時期と起債申請時期の間の経済環境の変化や国の予想する

地方団体行動と実際の地方団体行動との時間的あるいは期待のずれと捉えるこ

とができる｡これまで議論は､国と地方団体における予算編成のタイミングに

より地方債計画と地方団体の予算額が相違することを述べた｡だが､これでは

地方債の計画額と許可額の差異の程度については､何も触れていない｡この差

異の程度を論じるため,地方債発行についてより詳細に見ていかなければなら

ない｡

地方債計画が年度途中で改正される場合がある｡地方債計画が4月以降にお

いて改正されるのは､例えば､経済対策や災害復旧が増加したときなど､国の

補正予算で地方債資金として財政投融資が活用されるときに財政投融資計画の

改正が必要となるため､地方債計画が改正しなければならない等､限られた場

合のみである｡地方債許可申請額が地方債計画額を上回っただけでは､地方債

計画は改正されないため､許可実績額と地方債計画は一致しない｡

3-2-4 　 差 異 が 発 生 す る 地 方 債 区 分 は 何 か

では､許可実績額と地方債計画額との差異は具体的にどこで生じているのか｡

高度経済成長期の全期間を資料の制限により見ることができないが､資料が整

っている67年度から74年度までの8年間のデータで作成したのが､図表3-

7である｡許可実績額と地方債計画額との差異の値が71年度から広がっている｡

図 表3-5 及 び 図 表3-6 に お い て 確 認 で き る が, 許 可/ 当 初 が70 年 度1.49､

71 年 度2.03､ 72 年 度1.69､ 73 年 度1.42､ 74 年 度1.55 と 高 い｡ ま た 図 表3-

7からは､区分で言えば､一般会計償,準公営企業債及び公営企業債の順で差

異がある｡一般会計債は地方団体における普通会計で起債する地方債であり､

公共事業､義務教育施設及び辺地及び過疎対策等を含んでいる｡準公営企業債

及び公営企業債は､地方団体によって扱いに違いがあるが､特別会計を設置し

て管理しているか､また､企業債として一般会計とは別に債務を管理しており､

港湾整備事業､下水道事業及び地域開発事業等を含んでいる｡公営企業債は公

営企業による事業債で上水道事業､都市高速鉄道事業及び工業用水事業等が含

まれている｡特定資金は地方債計画枠外の資金であり､起債により資金を調達
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図表3-7　許可実績額から当初地方債計画額を差し引いた額

(単位:億円)

区 分 田yD68 年 田 僖70 年 都D72 年 都9D ○74 年 ĀĀĀĀĀ

一 般 会 計 債 涛31,049 ﾃS2,176 迭ﾃ6,287 迭ﾃC6,761 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

準 公 営 企 業 債 鉄536 都c1,057 ﾃS 唐2,565 ﾃSr1,937 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

公 営 企 業 債 CB100 蔦B245 ﾃ#CR1,340 田c1,752 ĀĀĀĀĀĀĀ

特 別 地 方 債  涛 b 3 5  3 3 6  田 8 0 3  塔 8 1 3  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

公 営 企 業 借 換 債  涛 b 0  蔦 3 B 0  0  - 3 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

公 営 交 通 事 業 再  建 債  0  0  0  - 1   Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

公 立 病 院 特 例 債  0  0  0  2 4  ‴ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

特 定 資 金 3367 鉄3634 都 迭952 ﾃ#Sr1,559 ĀĀĀĀĀĀĀ

合 計 ﾃcSR2,087 ﾃ3C4,447 免ﾂﾃ ビll,.946 湯ﾃCC12,815 ĀĀĀĀĀĀĀ

(出所) ｢昭和54年度地方債統計年報｣
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し,その資金と国からの補助金で特別会計を設定して事業を進めている｡この

様な資金調達方法はそれぞれの個別事業法で起債が認められているものである｡

そして,なぜ地方団体が当初の地方債計画を超えて資金調達をしたのかは､

それぞれの経済環境とその年の地方債許可方針を追っていかなければわからな

い｡

3-2-5 　 高 度 経 済 成 長 期 の 分 析 区 分

60年度から74年度までの15年間を以下の3つの時期に区分して､地方財政

と地方債許可制度の関係を整理したい｡第1時期は60年度から64年度の5年

間､ 第2 期 は65 年 度 か ら70 年 度 ま で の6 年 間､ 第3 期 は71 年 度 か ら74 年 度

ま で の5 年 間 と 区 分 す る｡ 図 表3-5 及 び 図 表3-6 を 見 て み る と､ 71 年 度 か

ら当功/許可及び最終/当初の値が大きくなっている｡71年以降にとそれ以前

を分けて整理するのが適当であると考えた｡また､第1期と第2期の違いは微

妙であるが､ 64年度から　65年度にかけて当初/許可及び最終/当初の値が上

がっている｡また､図表3-8は,都道県レベルで国庫補助建設事業及び単独

建設事業に地方債収入が充てられたかをまとめてみたものである｡そこで､ 64

年度から65年度にかけて国庫補助建設事業及び単独建設事業において､地方債

収入を充てる割合が上がっている｡それは､国からの補助金や地方税等の自主

財源の充当割合が減ったことを意味し､地方財政構造に何らかの変化があった

のではないかと推測できること｡そして,国の財政においては､ 65年度補正予

算で戦後初めて特例国債の発行に踏み切り､ 66年度以降は国債発行を当初予算

から編成するようになった｡国と地方財政の政府間行財政関係において､国債

残高の膨張は大きな影響を及ぼしたと考え, 65年度までと66年度以降を区分

して検証したい｡

3-3　ナショナル･プランと地方債許可制度

3-3-1 　 国 民 所 得 倍 増 計 画
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図表3-8　都道府県決算に係る国庫補助事業及び単独建設事業に対する地

方債の割合

60 年 度 　 　61 年 度 　 　 　62 年 度

国 庫 補 助 建 設 事 業1,761.8 　 　2,503.0 　 　3,326.4

う ち 地 方 債 収 入 　 　91.5 　 　 　156.0 　 　 　170.6

割 合 　 　 　 　 　 　 　 　 　5.2 　 　 　 　 　6.2 　 　 　 　 　5.1

単 独 建 設 事 業 　 　 　857.9 　1, 133.3 　 　1,701.8

う ち 地 方 債 収 入 　 　56.1 　 　121.1 　 　 　216.8

割合 6.5 　 　 　 　10.7 　 　 　 　12.7

65 年 度 　 　66 年 度 　 　67 年 度

国 庫 補 助 建 設 事 業 　5,363.3 　 　6,359.6 　 　7,286.3

う ち 地 方 債 収 入 　 　442.3 　 　 　 　844.9 　 　 　 　460.0

割 合 　 　 　 　 　 　 　 　 　8.2 　 　 　 　13.3 　 　 　 　 　6.3

単 独 建 設 事 業 　1,955.2 　 　2,298.3 　 　2,676.8

う ち 地 方 債 収 入 　 　317. 1 　 　 　290.7 　 　 　 　334.4

割 合 　 　 　 　 　 　 　16.2 　 　 　12.6 　 　 　12.5

70　年度

国庫補助建設事業11,666.5

うち地方債収入　　790.0

割 合 　 　 　 　 　 　 　 　 　6.8

単 独 建 設 事 業 　 　6,419.2

うち地方債収入　　855.5

71 年 度 　 　72 年 度

15,095.2 　19,470.2

上853.6 　 　3,800.6

12.3 　 　 　 　19.5

7,585.6 　 　7,997.9

1,571.8 　 　1,705.7

割 合 　 　 　 　 　 　 　 　 　20.7 　 　 　 　21.3 　 　 　 　22.1

( 単 位: 億 円､%)

63 年 度 　 　 　 　64 年 度

3,798.5 　 　 　 　4,490.9

152.0 　 　 　 　186.6

4.0 　 　 　 　 　 　4.2

1,753.9 　 　1,910.8

262.4 　 　 　 　 　276. 1

15.0 　 　 　 　 　14.5

68 年 度 　 　 　69 年 度

8,748.5 　 　15,639.7

524.2 　 　 　 　 　658.7

6.0 　 　 　 　 　 　4.2

3,552.3 　 　 　4,655.0

386.6 　 　 　 　 　481.4

10.9 　 　 　 　 　10.3

73 年 度 　 　 　74 年 度

19,490.9 　 　23,843.0

2,259.9 　 　 　2,398.9

日.6 　 　 　 　 　10.1

9,673.1 　1 上989.0

2,140.1 　 　3,073.6

25.6 　 　 　 　 　13.3

(出所) ｢地方財政統計資料｣各年度版
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これまで述べたように､ 55　年度以降日本経済は民間企業活動の成果として

｢高度経済成長の時代｣に突入したのだが､政治面では自由党と民主党が合同

して｢自由民主党｣を結党され､先進諸国では珍しい長期政権党として政治の

中心となった｡また､行政面では経済の成功を生活の充実にどう結び付けるか

が諌感となり､ナショナル･プラン策定に力を入れた. 57年12月に政府決定

された｢新長期経済計画｣が想定した経済成長率を上回る成長を果たしている

日本経済に対して,実態に合った新しい経済計画の必要性が高まったことによ

り､ 60年12月に策定されたのが国民所得倍増計画である｡国民所得倍増計画

は, 10年間で実質の国民所得を2倍にする計画で､国民にとっても具体的かつ

魅力的な経済計画と感じさせた｡

国民所得倍増計画によると､産業･就業人口は第1次産業から第2次及び第

3次産業への移動を早める｡投資においては､行政投資と住宅投資の増加を見

込んでおり､行政投資では社会資本充足の要請に応えるためにもー､経済成長率

を上回る伸び率を見込んでいる｡

この計画における政府の役割は､第1に社会資本の充足である｡社会資本は

経済基盤の強化と民主の安定化をもたらし,国土の保全と有効利用を可能にす

るとしている｡更に行政投資の弾力的運用によって景気の重要な調整機能を果

たす｡第2に､教育･訓練等による人間能力の向上及び科学技術の振興である｡

第3に､社会保障の充実と社会福祉の向上である∴第4に､民間産業の誘導で

あるo政府は直接に民間企業活動に立ち入れるつきで39なく､企業活動の環境

を整備しつつ､それを好ましい方向に誘導する立場に立つ,としている｡

社会資本充足には､公共投資が近年急激に増強されてきたとしながらも､ま

だ国民経済の成長と発展に必要十分な施策が円滑に進行しているとは言えない

と述べているo　社会資本充実の方向性として､第1に産業基盤強化として､具

体的には,道路､港湾､鉄道,空港等の輸送施設､電信電話等の通信施設､更

には工業用地､用水等産業の立地条件の格段の整備を図る必要がある｡第2に

住宅及び生活環境施設等の生活基盤の拡充が必要であり､住宅､上下水道､病

院,厚生福祉施設､文教施設等の社会的施設の整備と拡充に出来る限り多くの

努力を注がなければならない｡

39 経 済 企 画 庁(1961) を 参 照｡
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国民所得倍増計画では10年間で実質の所得倍増を目標としており､複利で年

7.2%以上の成長を期待している｡企業が生産活動をより一層活発に行うために､

社会資本不足が足かせになる心配があると考え､社会資本の充足を一番に取り

上げている｡社会資本充足は所得倍増計画の必要条件であり､そのために政府

による公共投資を計画的に促進させて行くと考えている｡所得倍増計画では､

政府の中に地方団体が入るかは明確ではないが､国と地方団体の政府間財政関

係では,明確に地方団体は国の政策に追随するものと捉えている｡

3-3-2 　 全 国 総 合 開 発 計 画

国民所得倍増計画の閣議決定の際に､別紙の｢構想｣が添えられた0 ｢構想｣

には､ ｢速やかに国土総合開発計画を策定する｡｣とされていた｡ 50年5月に国

土総合開発法を制定し､その中で国土計画の作成が義務付けられていたが､法

律策定後も国土計画の正式な計画は作成されなかった｡下河辺(1994)によれ

ば､国土総合開発法策定後に朝鮮戦争が勃発したりして､これからどのような

時代になるか読みづらい時代であったのが､国土計画が作成できなかった理由

であると言っている｡

62 年10 月 に 策 定 さ れ た 全 国 総 合 開 発 計 画( 以 下｢- 全 総｣ と 呼 ぶ｡) で は､

都市の過大化の防止と地域格差の縮小を目標としている｡地域開発を促進する

にあたって､過密地域､整備地域及び開発地域の3つに区分して政策に差異を

もたせている｡過密地域とは､産業や人口が過密に密集して交通マヒ等の弊害

が発生している地域であり､産業に対する規制や調整を求めている｡整備地域

とは､過密地域以外で東京･大阪･名古屋が持つ集積のメリットを享受できる

地域で､計画的に工業分散を誘導するための基盤整備を行う地域としている｡

開発地域とは､東京･大阪･名古屋から離れており､これらの都市の集積のメ

リットを享受できない地域として､積極的に開発を促進するための基盤整備を

行う｡

そして､計画目標を達成させるための方策として｢拠点開発方式｣が採用さ

れた｡ ｢拠点開発方式｣では､東京､大阪,名古屋及びそれらの周辺部を含む地

域以外の地域をそれぞれの特性に応じて区分する｡これらの既成の大集積地域
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と関連させながら,それぞれの地域において果たす役割に応じたいくつかの大

規模な開発拠点を設定する｡これらの開発拠点との接続関係及び周辺の農林漁

業との相互関係を考慮して､工業等の生産機能､流通､文化､教育､観光等の

機能に特化するか､あるいはこれらの機能を併有する中規模､小規模開発拠点

を配置する｡優れた交通通信施設によって､これらを数珠状に有機的に連結さ

せ､相互に影響させると同時に周辺の農林漁業にも好影響を及ぼしながら連鎖

反応に発展させる開発方式である｡

-全総の策定前後に地域開発に関する3法が制定された｡ 1つ目は61年11

月に制定された｢低開発地域工業開発促進法｣ (以下｢低工法｣と呼ぶ｡)であ

り, 2つ目は62年5月に制定された｢新産業都市建設促進法｣ (以下｢新産法｣

と呼ぶ｡)で､ 3つ目は64年7月に制定された｢工業整備特別地域整備促進法｣

( 以 下｢ 工 特 法｣ と 呼 ぶ｡) で あ る｡

低工法とは,低開発地域における工業の開発を促進することにより,雇用の

増大を図り､地域間における経済的格差の縮小を目的としている｡工業開発特

区を指定して､税制金融､公共投資等の積極的措置によって新たな工業の誘導

を図ろうとするものである｡新産法とは､大都市における人口･産業の集中を

防止し､地域格差の是正､雇用の安定を目的として､産業の立地条件及び都市

施設を整備することによって地域開発の中核となる新産業都市の建設をしてい

こうとするものである｡新産法の運用にあたって区域の指定を10箇所程度と審

議会では方針を出していたが､指定を受けるための立候補が相次ぎ､調整の未､

15箇所を指定せざるを得なかった｡新産法の適用を受けられなかった都市の中

から新産業都市と同様に扱われるよう,工特法が議員立法により制定された｡

3-3-3 　 地 方 団 体 へ の 通 知 に よ る 財 政 誘 導

国の政策と地方団体の財政行動を結び付けるものは何か｡国の政策の実行度

を高めるため､わが国の財政構造において歳出割合が大きい地方財政の協力は

不可欠となる｡国の政策実施と地方財政を結ぶものは,国から地方団体へ出す

通知文書である｡それらに基づいた国から地方団体への補助金や地方債の許可

である.地方債の許可においては､地方債許句方針と地方債計画により政策実
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現を図っていく｡ 60年度の国民所得倍増計画や62年度に策定された-全総に

代表されるように国の政治や行政は国土開発へと政策の舵をとり､地方団体に

もその役割を負わせ､国と地方が一体になって政策推進を推し進めるようとし

た｡そして､国と地方団体を結ぶのが､国からの通知文書である｡国民所得倍

増計画や-全総の推進のため､どの様な通知が地方団体に出されたか見てみる｡

60年度の国の予算編成方針では,国民所得の倍増を期し､国民生活の向上の

雇用の拡大を図ることとしていながら､一方､財政運営方針では､健全財政を

堅持して財政面からの景気に刺激を与えることを避けるとしている｡財政面か

らの景気刺激は効果なく,場合によってはインフレーションとなり景気が下火

になってしまう可能性があると'の判断である｡60年1月に自治庁財務局長から

各都道府県知事宛てで｢昭和35年度予算編成に関する内翰｣ (60.1.29)を通知

し､ ｢財政面からする景気の刺激を避けるため健全財政の堅持を基本として､

災害復旧と国土保全対策に重点をおき､経費及び資金の重点的な配分を徹底す

るとともに特に新規の事業はこれを抑制する等の方針のもとに予算を編成す

ることとしていることにかんがみ､地方公共団体においても,予算の編成に当

たっては,これらの点を考慮するとともに､財政運営の基本的な方向について

は,国と同一の基調で策定するよう留意されたいこと｡｣とはっきりと地方団

体の財政運営に注文を付けている｡地方債については､災害復旧と国土保全対

策に費用を向けるため､特別会計の直轄事業の地方負担分に係る交付債制度を

廃止して一般財源を増額するはか､一般補助事業債の充当率を概ね40%程度に

引き下げる予定であること､と述べている｡ 60年度地方財政計画では､地方財

政の概況は､ ｢赤字の再建過程にあることをかんがみ｣として計画規模拡大を

抑え､地方債については,その資金を充実して環境衛生､都市交通及び産業基

盤に係る施設の整備を促進すること､としている｡

61年度に関しては､まず､ 60年10月地方制度調査会から内閣総理大臣への

｢地方税財政に関する当面の措置についての答申｣において､経済の好況が予

想されるが､所得倍増計画の推進に伴う産業の発展及び国民生活水準の向上に

対応する公共投資の増大並びに社会保障の拡充による多額の財政需要の増嵩が

見込まれる状況にある､とされている｡更に､｢昭和36年度予算編成方針｣ (60.

12. 27)では､最近の我国経済の動向は､安定した拡大基調にあるが､更に所謂
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｢所得倍増計画｣の実現を期するため､国においては公共投資の拡充､社会保

障制度の推進･国税､地方税にわたる減税を中心とした租税制度の合理化等を

最重点事項として予算編成が行われる見通しであるので､地方公共団体におい

ても,財政運営の基本的方向においては､国と同一の基調で予算の編成に当た

られたいこと､と閣議決定している｡ 61年度地方財政計画においては､地方財

政基盤の充実を図り､その健全化を一層推進するとともに､投資的経費の充実

により産業経済の発展と国民生活水準の向上に対応しうる地方行政水準の向上

及び後進地域開発の積極的推進を図ることとを基本とすること,また､産業の

発展及び国民生活の向上に対応して産業関連施設､文教施設及び環境衛生施設

の計画的な拡充を図るため､投資的事業に係る経費財源を充実するとともに,

地方債についてもその資金を拡充すること､としている｡

60年12月,自民党行政部会から｢昭和36年度地方行財政に関する予算編成

方針｣が要望され､地方開発を推進するために,治山治水に係る国土保全施設､

道路､港湾､工業用水等の産業関連施設､学校校舎及び上下水道､し尿処理､

清掃施設等環境衛生施設の計画的整備並びに社会保障の拡充を推進するために､

地方一般財源及び地方債を大幅に増額することを求めた｡また,高等学校生徒

の増加に対応してその施設の整備を促進するため高等学校整備事業債を設ける

こと､公有林野整備事業資金を大幅に増額すること､償還期限を施設の耐用年

数に応ずるように延長すること,等を要望した｡

61年度地方債許可方針等の基本方針には､一般会計債では､児童生徒の急増

に対応する教育施設の整備及び清掃施設の整備を中心として前年度対比　25　億

円の増で計585億円､直轄事業債は前年度同額の160億円､準公営企業及び公

営企業債については､前年度に引き続き主として､上､下水道等環境衛生施設

の整備､工業用水事業､港湾施設整備事業等産業基盤の強化,地下鉄事業の推

進に重点を置き､前年度対比335億円増の計1,115億円を地方債計画に計上し

た､と述べられている｡厚生年金積立金及び国民年金積立金を原資とする特別

地 方 債 は､ 140 　 億 円 を 加 え て 合 計 　2,000 　 億 円 を も っ て 決 定 さ れ た｡ ま た, ｢61

年度地方行財政に関する予算編成方針｣で指摘された公有林整備事業債8億円

も含まれている｡

61 年12 月｢ 昭 和37 年 度 の 予 算 編 成 に つ い て｣ (61.12.18) で は､ 第1 に 公 営
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企業債及び準公営企業債の増額､第2に一般事業債は,財政構造健全化の見地

から､特に都道府県について必要最小限に止めること､第3に一般会計億にお

いては高等学校整備事業については前年度に引き続き増額を図る予定であるが､

一般財源についてもこの際相当の投入を期待しているものであること､等を求

めている｡ 62年度地方財政計画では,地方財政の自主性及び健全性を強化する

ことにより,地方財政の基盤を図るとともに､国と同一の基調により財政の弾

力的運用に配慮しつつ産業経済の発展に対比し立ち遅れた地方財政水準の速や

かな向上を図り､かつ地域格差を是正することを基本として策定され､地方債

においては前年度に引き続き､港湾整備事業や下水道事業の準公営企業に係る

地方債や上水道事業､電気事業､交通事業等の公営企業に係る地方債の増額を

計画している｡

62年度地方債許可方針等の運用は,地方債計画総額は2,450億円であり前年

度対比450億円増額となった0　-般会計債は720億円で前年度対比135億円増

額となっており､増加額のうち95億円は災害復旧事業債及び一般補助事業等の

増であり､他の40億円は教育施設の整備､清掃施設整備の及び辺地の公共施設

整備等が中心となっている｡

62 年12 月 の｢ 昭 和38 年 度 の 予 算 編 成 に つ い て｣ (62.12.18) で は､ 地 域 産 業

の開発と地域格差の縮小を図るため､後進地域の開発に関する公共事業に係る

国の負担割合の特例に関する法律､辺地に係る公共施設の総合整備のための財

政上の特例措置等に関する法律､低開発地域工業開発促進法､新産業都市建設

促進法等､国において一連の施策が講ぜられているので､地方団体もこれらの

趣旨に即して､地域開発に当たっては計画の総合化に留意を促している｡ 63年

度地方財政計画には､地方公営企業にあたっては,その拡充を図るため､地方

債資金を増額するとともに､地方の計画的開発と既成都市の再開発を促進する

ため､新たに地方債計画中に地域開発事業債を設け､所要の資金を確保する､

としている｡

63年度地方債許可方針等の運用には､地方債計画の総額は3,150億円で前年

度対比　610億円の増額となっており､一般会計億は930億円で前年度対比　80

億円の増額､準公営企業債及び公営企業債については2,020億円で前年度対比

505億円の増額となっている｡一般会計倭では､義務教育施設整備事業等で100
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億円,高等学校施設整備事業債で40億円の増額､災害復旧事業債で60億円の

減額とされている｡

63年9月､自民党地方行政部会｢昭和38年度地方行財政政策大綱｣で環境

衛生施設等の都市的建設の整備拡充､既成大都市の再開発に必要な資金を確保

するため､地方債の増額を図るとともに､可能なものについては外債の導入を

促進する､新産業都市の建設及び辺地の振興等につき所要の地方債を確保する

こと､等を求めている｡

63 年12 月｢64 年 度 の 予 算 編 成 に つ い て｣ (64.1.27) で は､ 地 域 開 発 事 業 に お

ける用地取得費及び補償費に係る地方債については極力交付公債の方式を活用

されたい,と述べている｡ 64年度地方財政計画には､地域格差の是正を促進す

るため､地方交付税制度を改正して引き続き財政力の貧弱な地方団体の財源の

充実を図るとともに辺地における公共的施設の総合的な整備を促進するため地

方債の増額を図る､としている｡交付公債とは現実に資金を借り入れて支払に

充てるのではなく､地方団体が地方債証券を交付することによって現金の支払

いに代える地方債である｡地方債計画の枠外として発行が許可される0

64年度地方債許可方針等の運用は､第1に住宅建設及び生活環境施設の整備

の促進､第2に地域開発の推進,第3に地方公営企業の整備拡充､に重点を置

くとともに､市町村民税の減税による減収補てん措置を含めて策定された｡地

方債計画総額は,前年度対比834億円の増額の3,'984億円となっている.

以上,国から地方団体への通知文書を見てきたが､国の国土開発を地方団体

の地域開発,学校や上水道等の生活関連及び住環境の整備等に置き替え､地方

団体の財政出勤を促しているのがわかる｡また､新都市建設に重点を置く一方

国内で地域格差が生じたため､辺地にも社会資本投資が進められるように起債

対象として､全国総花的に投資対象地にさせた｡

3-3-4　拡大する地方財政計画と地方債計画

国の政策方針に沿い､国の予算が組まれ,国の予算編成方針に沿って国は地

方団体の予算編成にあたっての注文を通知として伝え､その一方で,地方債計

画､地方債許可方針及び地方債計画で額として示す｡通知と計画額を提示する
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ことにより地方財政運営を誘導するのが､国と地方における政府間の財政関係

である｡

図表3-9に60年度から64年度まで地方財政計画の推移を示した｡歳出に

おいては､投資的経費が膨らんでおり､歳入面では地方税､地方交付税及び国

庫支出金の増加で歳出をカバーしている｡地方債も増加させているが,前記の

3つ程ではないoまた､地方債計画の推移を整理したのが､図表3-9である.

60年度から64年度地方債計画の規模が約2.7倍に膨らんでいる｡一般会計償､

準公営企業債及び公営企業債とも増加しているが､一般会計倭よりも準公営企

業債及び公営企業債の伸びが高い｡一般会計倭のうちでは､義務教育施設整備

事業が高い伸びを示しているが､災害復旧事業及び一般単独事業については､

伸びはない｡また一般会計億で､ 61年度に高等学校及び大学施設整備事業､ 62

年度に清掃業､辺地対策事業, 64年度に公営住宅建設事業及び市町村民税臨時

減税補てん債が新事業として追加されている｡

経済･社会環境の変化に起債対象事業を増やすことにより対応した｡人口増

加に伴い教育施設に充実を図る一方,経済成長による地域格差が生じ過疎対策

も同時に求められている｡また､国の減税対策により地方財政運営に支障が出

ないように､元利補給金を国から受けられる減税補てん債も認められた｡辺地

債については｢昭和37年度地方財政の運営について｣で､辺地に係る公共的施

設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律を制定するので､この̀

適用を受ける市町村に､辺地に係る公共的施設の総合整備計画を立てて､それ

に基づいて整備事業の重点的効率的な推進を図るように努めることとされ,ま

た､辺地に係る公共施設の総合整備を図るため､辺地事業債に10億円を充て､

辺地事業債の元利償還に関する経費は基準財政需要額に算入するものとした｡

このように起債対象事業の拡充や国の財政措置というように､それ以降も使わ

れる地方債運用手段がこの時期から使われている｡

3-3-5 　 民 間 資 金 充 実 な 地 方 債 資 金

図表3-11は､当初及び補正地方債計画における地方債資金の割当を示した

ものである｡政府資金の割合が6割から7割を占めており,高い｡しかし,政
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図 表3-9 　 地 方 財 政 計 画(60 年 度 ～64 年 度)

(単位:億円)

60 年 度 田D62 年 度 田9D64 年 度 ĀĀĀĀĀ

歳 入 合 計 Rﾃ319,126 "ﾃ ゴ26,336 ﾃ3 ッĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

地 方 税  偵 b ﾃ # 3 7 , . 6 1 9  湯 ﾃ 3 1 0 , 5 8 2  " ﾃ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

地 方 譲 与 税  r 4 2 4  " 3 5 8  鼎 S " Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

地 方 交 付 税 ﾃc コ3,773 釘ﾃS5,50.3 澱ﾃ3SĀĀĀĀĀĀ

国 庫 支 出 金 釘ﾃ#b4,975 澱ﾃ ィ7,224 唐ﾃS 釘ĀĀĀĀĀ

地 方 債  都 # 7 7 0  塔 s 9 9 7  ﾃ 3 B Ā Ā Ā Ā Ā Ā

雑 収 入  3 # # 2 1 , 5 6 5  3 S コ 1 , 6 7 2  ﾃ s s r Ā Ā Ā Ā Ā Ā

歳 出 合 計 Rﾃ319,126 "ﾃ ゴ26,336 33 ゅbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

給 与 関 係 経 費 澱ﾃ27,227 唐ﾃCC9,821 牝ﾃ##RĀĀĀĀĀĀ

一 般 行 政 経 費 ﾃs3,859 釘ﾃcc5,416 澱ﾂ 經srĀĀĀĀĀĀ

公 債 . 費  塔 C 上 0 6 0  涛 S 2 1 , 0 4 4  3 C 2 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

維 持 補 修 費  鼎 S 5 1 4  鉄 s B 6 3 4  都 Ā Ā Ā Ā

投 資 的 経 費 釘ﾃs3b6,247 途ﾃ 鼎B9,143 牝ﾃ3sĀĀĀĀ

そ の 他  c B 2 1 9  s 2 7 8  s Ā Ā Ā Ā Ā Ā

(出所)　｢地方財政制度資料｣各年度版
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図 表3-10 　 当 初 地 方 債 計 画 の 推 移(60 年 度 ～64 年 度)

(単位:億円)

区 分 田D61 年 度 售c)D63 年 度 田IDĀĀĀĀĀĀĀ

一 般 会 計 債  鉄 c 5 8 5  都 # 9 3 0  ﾃ # Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 一 般 補 助 事 業  # 1 3 5  S R 1 8 5  s B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 公 営 住 宅 建 設 事 業  辻 -  辻 -  s 2 Ā Ā Ā Ā Ā

･ 災 害 復 旧 事 業  R 1 6 0  3 R 1 7 5  偵 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 義 務 教 育 施 設 整 備 事 莱 CR160 SR1.90 3ĀĀĀĀĀĀ

･ 高 等 学 校 及 び 大 学 施 設 整 備 事 業 辻30 鉄･90 田rĀĀĀĀ

･ 清 掃 業  辻 -  鼎 5 5  涛 2 Ā Ā Ā Ā

･ 一 般 単 独 事 業  塔 9 0  田 R 8 5  涛 R Ā Ā Ā Ā

･ オ リ ン ピ ッ ク 施 設 整 備 事 莱 辻10 10 辻ĀĀĀĀĀ

･ 辺 地 対 策 事 業  辻 -  ﾃ 1 0  R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

直 轄 事 業  c 1 6 0 ､  3 1 3 0  3 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

市 町 村 民 税 臨 時 減 税 補 て ん 債 辻- 辻- SĀĀĀĀĀ

準 公 営 企 業 債   R 4 3 0  鉄 S B ′ 7 5 9  涛 3 Ā Ā Ā Ā Ā

公 営 企 業 債  鉄 s R 7 7 5  涛 c 1 , 2 6 1  ﾃ S ィ Ā Ā Ā Ā Ā

特 別 地 方 債  辻 1 4 . 0  s R 2 0 0  S " Ā Ā Ā Ā Ā

合 計  ﾃ S 2 , 0 9 0  ﾃ S C 3 , 1 5 0  ﾂ 纉 ィ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

(出所) ｢昭和54年度地方債統計年報｣

注)直轄事業は63年度より一般会計億に計上､また､市町村民税臨時減税補て

ん債も一般会計債に計上している｡
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府資金の割合は徐々に減っており､その代わり民間資金の構成比率が高まって

きている｡民間投資が増大しているこの時期に､民間金融機関からの調達が増

加できることは､民間からの地方債資金調達が資金市場の逼迫を生じさせると

いう議論は｢神話｣になったと言える｡しかし､地方団体からは地方債許可制

度廃止の大きな声は聞こえなかった｡国の方針に則り､地元に企業や工場を誘

致でき,少なくとも隣の市や町に劣らない程度の公共施設を建設することに地

方団体は全力を尽くした｡資金調達についても国のメニューに合わせて起債で

きるのが､金融機関との交渉が始まる起債の自由化に後ろ向きであったと言え

るだろう｡

3-4　社会資本充実と地方債許可制

3-4-1 　65 年 以 降 の 経 済･ 国 土 計 画

所得倍増計画､-全総と60年代に入る前に策定された経済及び国土計画であ

ったが､それぞれの計画期間前に､新しい経済及び国土計画が策定されていっ

た｡高度経済成長が続き､社会変動も激しく､旧来の経済計画や国土計画では

対応できなくなってしまったことが､新しい経済計画及び国土計画策定の必要

性が出てきたのが､新しい計画策定の理由になる.だが､新内-閥の政策方針も

兼ねながら､新しい経済計画や国土計画は政治的利用の面も否定できない｡

経済計画では､所得倍増計画に代わり､ 65年1月に｢中期経済計画｣､そし

てその2年後に同じ内閣で｢経済社会発展計画｣が発表された｡更に同じ内閣

の下､ 70年5月に｢新経済社会開発発展計画｣が策定された｡これら3つの経

済計画において重要な言葉は､ ｢社会開発計画｣である｡社会開発とは､中期経

済計画の国民生活分科報告で｢社会開発計画とは､住宅､交通､保健､医療､

環境衛生､社会福祉､教育､人口問題などの社会面での開発をいうのである｡｣

40と具体的な対象を明示している｡

国土計画においても､当時の与党が作成した自由民主党都市政策調査会

40 　 総 合 研 究 開 発 機 構 編 　 星 野 進 保(2003) 327 ペ ー ジ よ り 引 用｡
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図 表3-11 地 方 債 資 金 の 割 当(60 年 度 か ら64 年 ま で)

( 単 位: 億 円､ %)

年 度 政 府 資 金 剏ﾉ 資 金 剿ｯ 間 資 金 ĀĀ

当初地方債計画 最終地方債計画 舒r構成比 舒r構成比 舒r構成比 ĀĀĀ

60 ﾃS1,160 都r135 湯205 2 縒ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1 . 6 1 4  3 # s B 7 8 . 9  3 R 8 . 4  R 1 2 . 7  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

. 6 1  ﾃ 上 5 5 0  都 B 1 8 5  唐 纈 3 5 5  r Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 , 2 8 4  3 s C B 7 6 . 4  コ 8 . 1  經 R 1 5 . 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 2  ﾃ S C 上 7 7 9  都 2 4 5  湯 縒 5 1 6  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 , 6 6 5  3 ピ B 7 0 . 3  C R 9 . 2  鉄 C b 2 0 . 5  Ā Ā Ā Ā Ā

63 ﾃS2,033 田B 絣330 絣787 RĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

3,248 ﾃ365.6 310.2 都 ビ24.2 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

64 ﾃ 鼎2,521 田2400 1,063 b 縒ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

4 , 1 5 4  ﾃ c 6 4 . 8  鼎 9 . 6  3 c 2 2 5 . 6  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

(出所) ｢昭和54年度地方債統計年報｣
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(1968) 41､ 69 年5 月 策 定｢ 新 全 国 総 合 開 発 計 画｣ ( 以 下｢ 新 全 総｣ と 呼 ぶ｡)､

｢日本列島改造論｣へと繋がっていった｡正式な政府文書は新全国総合開発計

画だけであるが､新全総の中で与党作成の『都市政策大綱』をどう生かして行

くかが政府内で議論された｡ 42また､田中(1972)の著者田中角栄氏は､ 『都市

政策大綱』及び二全総策定に大きな影響を及ぼした人物であり､また,田中が

首 相 に な っ て か ら の 著 書 が 田 中(1972) で あ り､ 田 中(1972) が 発 行 さ れ た 後

に｢列島改造ブーム｣を起こし､国内の地価高騰が生じ､国土開発に大きな影

響を及ぼした｡

これらの国土計画すべて､高度経済成長を前提に策定されている｡政府文書

である新全総の特徴をまとめておく｡目標年度を新全総は､ 85　年度として15

年計画である｡また基本目標として､高福祉社会を目指して人間のための豊か

な環境､としてい-る｡その目標達成のため4つの課題を掲げている｡第1は､

長期にわたって人間と自然との調和を図りつつ､自然を恒久的に保護保存する

ことo　第2は､国土利用が過度に一部の地域に偏らないように､開発の基礎条

件を整備して開発可能性を全国土に拡大し､均衡化すること｡第3は､地域の

特性に応じて,それぞれの地域が独自の開発整備を推進することによって国土

利用を指編成し､効率化すること｡第4は､経済社会の高度化が進むにつれて

国民生活が不快と危険にさらされぬように､都市,農村を通じて安全､快適で

文化的な環境条件を整備､保全すること｡これらの課題を達成させるために開

発方式を-全総の｢拠点方式｣から｢大規模開発プロジェクト｣が新しく構想

された｡大規模開発プロジェクトとは, ｢開発の基礎条件として､中枢管理機能

の集積と物的流通の機構と体系化するための全国的なネットワークを整備し､

この新ネットワークに関連せしめながら､各地域の特性を生かした自主的､効

率的な産業開発､環境保全に関する大規模な開発プロジェクトを計画し､これ

を実施することによって､その地域が飛躍的に発展し､漸次その効果が全国土

に及び､全国土に及び､全国土の利用が均衡のとれたものになる｣方式となっ

ている｡

41 都 市 政 策 調 査 会 の 会 長 が 田 中(1972) の 著 者 で あ る｡

42 　 下 河 辺(1994) 107 ペ ー ジ 参 照 の こ と｡
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3-4-2 　 社 会 資 本 整 備 ま い 進 の 通 知 文 書

前節で見たように､高度経済成長が続く　65年以降に経済計画や国土計画の改

定が行われた｡このような改定に地方財政を動員させるため､どのような通知

が国から地方団体に出されているのか確認する｡

65　年度地方財政計画では､まず,国と同一の基調に立脚し､経費の重点化,

効率化を図ることにより健全均衡財政を堅持しつつ社会開発を推進し地方行政

水準の一層の向上を図ることを目途として策定するものとする､としている｡

そして､経済の高度成長に伴って生じたひずみを定正し,調和のとれた社会の

発展を期するため社会開発を推進すること､地域関東を促進して地域格差の是

正を図るため､新産業都市等の事業に対する国の財政援助措置を確立すること､

住宅･上下水道の生活基盤施設の整備を促進するため必要な地方債を確保する

こと､過密化した大都市の再開発を促進に必要な地方債資金の増額を図ること､

と続けている｡また､ 65年度許可方針等の運用いおいては､社会開発推進の見

地から､第1に生活環境施設の整備､第2に地域開発の推進､第3に地方公営

企業の整備充実及び経営の健全化の推進に重点を置いて策定された｡総額は

4,849 億 円 で あ り 前 年 度 対 比865 億 円 の 増 加､ と な っ て い る｡

66年度地方財政計画では､経済の安定成長と均衡ある発展の達成するため公

共投資の増大を図るものとし､公共事業等の円滑な消化を図るため地方債を大

幅に増加する､そして､社会開発を推進し,地域格差の縮小を図るため､辺地

事業債を増額するとともに､地方交付税の傾斜的配分を強化する､となってい

る｡また､ 66年度地方債許可方針等の運用では､第1に地域開発の促進､第2

に社会開発の推進､第3に地方公営企業の経営の健全化と再建整備の促進､第

4に特別事業債の新設による公共事業の施行確保を基本としている｡新設の特

別 事 業 債 の 枠1,200 億 円 を 含 め て 総 額 は6,707 億 円 と な り､ 前 年 度 対 比1,858

億円の増加となっている｡

67 年7 月 に 通 知 さ れ た｢ 昭 和42 年 度 地 方 財 政 の 運 営 に つ い て｣ (67. 7.3) に

おいて､以下のように述べている｡第1に､特別事業債廃止し､これを一般財

源に振り替えるとともに､地方債計画においては､一般単独事業､公共用地先
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行取得事業､辺地対策事業等に対する資金を拡充する｡第2に,地域開発事業

の実施時あたっては､経済の情勢,民間投資の動向､当該地域における企業進

出の見通し等の客観的な諸条件､土地利用計画､財政事情等については十分に

再検討を行ったうえ､事業の計画的な実施を図ることとし､いたずらに民間投

融資需要の増加傾向に惑わされるようなことのないよう留意する｡第3に,特

別事業債が廃止されたことにより,一般補助事業及び直轄事業に対する地方債

の充当率,対象事業その他の取扱いは､ 65年度とほぼ同様とされることとに留

意する｡ 67年度地方財政計画では､地方財政の現況に鑑み昨年度臨時的に設け

られた特別事業債を廃止するとともに､過密都市､新産業都市､国際観光都市､

振興山村､辺地等地域の特性に応じて､地方団体が実施する事業の財源を確保

するため､単独事業債並びに公共用地先行取得事業債等の地方債を増額する,

としている｡ 67年度許可方針等の運用には､第1に社会開発の推進､第2に地

域開発の促進､第3に地方公営企業の充実と経営健全化の促進を基本方針とし

て､規模は総額6,609億円で前年度対比98億円の減少としている｡

68 年5 月｢ 昭 和43 年 度 地 方 財 政 の 運 営 に つ い て｣ (68.5.7) の 通 知 で､ 第1

に､公共事業の地方債への依存度を引き下げて一般財源に振り替えるとともに､

都市過密対策等事業､辺地対策事業及び公共用地の先行取得事業等に必要な地

方債を増額すること､第2に､一般財源収入にかなりの増加が期待できる団体

にあっては､財政健全化の見地から事業費の財源を充てることとし､自主的に

起債抑制に努めること,公共投資の抑制の要請と現下の金融情勢に鑑み､枠外

債の大幅な発行には多くの困難が思われるので､この際起債事業について徹底

した重点化を図ること､と述べている｡また､ 68年度地方財政計画では､社会

経済情勢の進展に対応する財政需用の変化に即応するため､過密,過疎対策の

一環としての都市過密対策等事業､辺地対策事業及び公共用地の先行取得事業

等に要する地方債を増額するとともに､地方交付税配分の合理化を推進する､

としている｡

68年度許可方針等の運用では､第1に､下水道事業､上水道事業及び地下鉄

事業等､地方公営企業の整備を促進するために必要な資金の確保を図り､一般

単独事業､辺地対策事業及び公共用地先行取得事業等､過疎過密対策事業につ

いて重点的に措置すること､第2に､国の公共事業予算の伸びの鈍化及び地方
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一般財源の状況を参酌して義務教育施設整備事業並びに一般補助事業及び直轄

事業のうち､港湾事業及び海岸事業について起債充当率の引き下げ及び公営企

業再建債を廃止していること､第3に､地方債計画総額は6,773億円で前年度

対比164億円の増額にとどまったこと､とされた｡

68年12月に地方制度調査会から答申された｢昭和44年度の地方税財政対策｣

で､地方財政の状況は､その収支においては若干の改善がみられるものの､そ

の財政構造をみれば､なお､財政の弾力性は極めて乏しい､一方､地方の行政

水準は､社会経済の進展､生活水準の向上に対して著しく立ち遅れており､特

に道路,下水､し尿､ごみ等住民生活に密着した施設の整備は住民の要望に応

えるには程遠く､さらに近年は､地域開発や社会開発,特に過密過疎対策のた

めの新たな財政需要が発生している､とされた｡また､ 69年　6月の｢昭和　44

年 度 地 方 財 政 の 運 営 に つ い て｣ (69.6.12) で､ 第1 に､ 一 般 財 源 収 入 に か な り

の増加が期待できる団体にあっては､財政健全化の見地から事業費の財源を充

てることとし､自主的に起債抑制に努めること､第2に､一般補助事業及び直

轄事業のうち,河川､港湾､海岸の各事業に対する地方債の充当率を10%程度

引下げ､これを地方交付税の基準財政需要額へ算入することによって一般財源

に振り替える措置がとられていること､第3に､公営住宅建設事業について､

用地に対する国庫補助制度が融資に切り換えら､工業費､用地費を通じて85%

の地方債が充当されていること,第4に､義務教育施設整備事業については,

人口急増市町村等における施設の整備を円滑にするため用地取得費及び単独事

業費に対する地方債が用意されているので留意されたいこと,と通知された｡

69年度地方財政計画には､それぞれの地域の特性に応じて､街づくり及び地域

づくりの事業を計画的に実施することとし､これらの事業に係る地方債を重点

的に増額する､と載せられている｡

69年度許可方針等の運用では､最近の社会経済情勢の進展に対処し､地方財

政の健全性を確保しつつ､従前に引き続き地方団体にとって基礎的かつ喫緊の

施設等の整備を図るとともに､将来におけるわが国経済社会の発展の基本的方

向に鑑み,国土利用の根本的再編成を促進するために必要な諸施設の整備を推

進するとして､総額は7,852億円であり前年度対比1,079億円の増額となって

いる｡
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70年1月地方制度調査会｢昭和45年度の地方税財政対策について｣におい

て､今後の地方債のあり方を検討するにあたっては､辺地及び過疎地域対策､

広域市町村圏の振興,大都市及びその周辺地域を中心とした都市対策､公共用

地確保対策等の推進､地方公営企業の充実などにその重点をおいて大幅に拡充

を図るべきである､とされた｡

70年度許可方針等の運用では､地域構造の変革に対処するための辺地及び過

疎地域､過疎地域を中心とする都市対策､同和対策､広域行政処理促進のため

の広域市町村圏の振興等のほか公共用地の取得の円滑化､生活環境施設の充実､

地下鉄建設の促進と経営の改善を重点として策定され,その総額は9,082億円

であり前年度対比上230億円の増額である､としているo

また､ 60年代､ 70年代には地方団体から地方債許可の事務の簡素化が求める

声が強まり､それぞれの案件ごとに審査を行う1件審査から枠配分の起債予定

額決定の事業数を増やしていった｡枠配分とは,許可予定額の総枠を定めて配

分し､当該団体が配分された枠の範囲内で自ら事業別の充当額を定めて,国に

報告する方法である｡

3-4-3　一般会計拡充の地方財政計画及び地方債計画

こ れ ま で の 通 達 類 を 数 字 で 示 し た の が, 図 表3-12 及 び 図 表3-13 で あ る｡

図表3-12の地方財政計画では､投資的経費の伸びが特徴的である｡地方財政

計画の全体規模が65年度から70年度まで約2.2倍となっているが､投資的経

費の規模は約2.3倍であり､全体規模より膨らんでいる｡歳入にあたっては､

すべての科目が約2.2倍となっている｡地方債収入が占める割合は4-5%内

と安定している｡投資的経費の増大分は歳入各科目がだいたい同じ様に増大し

て吸収している｡一般会計俵､準公営企業債及び公営企業債とも増加している

が､一般会計債が高い伸びを示している｡第1期の60年度から64年度と比較

すると､準公営企業や公営企業の活動から一般会計事業に重連を置いた結果で

あると言える｡

一般会計億のなかでは､公営住宅事業､一般単独事業､辺地対策事莱,新産

業都市等建設事業が増加している｡ 67年度から公共用地先行取得事業､ 70年度
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図 表3-12 　 地 方 財 政 計 画(65 年 度 ～70 年 度)

(単位:億円)

65 年 度 田iD67 年 度 田 吋69 年 度 都DĀĀĀĀĀĀĀ

歳 入 合 計 bﾃ#41,348 鼎rﾃsB56,051 田bﾃ3 途78,979 ĀĀĀĀĀĀĀ

地 方 税 Bﾃ 鼎15,741 津#b23,268 rﾃ 涛33,748 ĀĀĀĀĀĀĀ

地 方 譲 与 税  鉄 # 5 6 7  田 7 8 6  涛 " 上 0 9 7  Ā Ā Ā Ā Ā

地 方 交 付 税 途ﾃ3"7,881 湯ﾃClL113 2ﾃ ン"16,925 ĀĀĀĀĀĀĀ

国 庫 支 出 金 湯ﾃll,958 2ﾃsS15,321 rﾃCS20,040 ĀĀĀĀĀĀĀ

地 方 債 3c32,8.95 ﾃ32,339 ﾃ ンr3,632 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

雑 収 入  ﾃ 都 2 2 , 3 . 0 6  ﾃ s # b 3 , 0 3 2  偵 2 ﾃ # 3 3 , 5 3 7  Ā Ā Ā Ā Ā

歳 出 合 計 澱ﾃ#41,348 鼎rﾃsB56,051 田bﾃ3 途78.,979 ĀĀĀĀĀĀ

給 与 関 係 経 費 2ﾃs"14,679 bﾃS#19,075 ﾃ 都25,225 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

一 般 行 政 経 費 途ﾃC#8,275 湯ﾃll,721 2ﾃS15,426 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

公 債 費  ﾃ 3 3 R 1 , 4 7 6  ﾃ s 3 " 2 , 3 9 5  ﾃ S S B 3 , 0 9 1  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

維 持 補 修 費 涛"1,013 ﾃC"1,252 33s21,510 ĀĀĀĀĀĀĀ

投 資 的 経 費 2ﾃ215,728 づ#3220,006 BﾃS330,403 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

そ の 他  s 1 7 7  s 1 , 6 0 2  ﾃ B 3 , 3 2 4  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

(出所) ｢地方財政制度資料｣各年度版
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図 表3-13 　 当 初 地 方 債 計 画 の 推 移(65 年 度 ～70 年 度)

( 単 位: 億 円)

65 年 度 田iD67 年 度 田 吋69 年 都DĀĀĀĀĀĀĀ

一 般 会 計 債 ﾃ3 唐1,445 ﾃR2,018 ﾃS#r3,237 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

･ 一 般 補 助 事 業  " 2 5 0  途 2 9 2  釘 3 6 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 公 営 住 宅 建 設 事 業 涛111 #b364 田 唐903 ĀĀĀĀĀ

暮 災 害 復 旧 事 業 R225 緜b249 #267 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

･ 義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 311 鼎b332 鼎C565 ĀĀĀĀĀĀ

･ 高 等 学 校 及 び 大 学 施 設 備 事 業 - 辻- 辻- ĀĀĀĀĀ

･ 一 般 単 独 事 業  # B 1 4 5  c R 2 9 5  C R 3 7 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 辺 地 対 策 事 業  R 2 0  4 5  田 " 2 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 同 和 対 策 事 業  辻 -  辻 -  辻 7 0  Ā Ā Ā

･ 直 轄 事 業  C 1 4 0  C 1 2 0  1 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 市 町 村 民 税 臨 時 減 宥 補 て ん 債 c"203 CR8.6 - ĀĀĀĀĀĀ

･ 新 産 業 都 市 等 建 設 事 業 債 鼎40 都105 3142 ĀĀĀĀĀĀĀ

･ 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 辻- 田130 255 ĀĀĀĀĀĀĀ

準 公 営 企 業 債 ﾃ1,034 ﾃ3R1,373 ﾃS1,846 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

公 営 企 業 債 ﾃ22,202 ﾃ3#2,672 ﾃ3,143 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

特 別 地 方 債  鼎 6 2 6  都 # 6 7 0  都 S b 8 1 7  Ā Ā Ā Ā Ā

公 営 企 業 再 建 債  辻 2 0 0  鼎 # 4 0  鉄 3 0  Ā Ā Ā Ā Ā

特 別 事 業 債  辻 1 , 2 0 0  辻 -  辻 -  Ā Ā Ā

特 別 転 貸 債  辻 -  辻 -  辻 9  Ā Ā Ā

合 計  釘 ﾃ イ 6 , 7 0 7  澱 ﾃ c 6 , 7 7 3  途 ﾃ ゴ " 9 , 0 8 2  Ā Ā Ā Ā

(出所)　｢昭和54年度地方債統計年報｣
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から同和対策事業に係る地方債の発行が認められている｡逆に､ 65年度で高等

学校及び大学施設事業が, 70年度に市町村民税臨時減税補てん債が､起債対象

事業からはずされている｡

3-4-4 　 政 府 資 金 活 用 に よ る 地 方 債 資 金

図表3-14は､図3-11と同じように当初及び補正地方債計画における地方

債資金の割当を示したものである｡政府資金の割合が7割と多く占めている｡

65年度では､特例国債発行に伴い地方債計画も変更となり､当初より114億円

上乗せされている｡上乗せ分は全額､政府資金を充てることとした｡ 60年度か

ら64年度にかけて民間資金の構成比率が高まってきていたが､政府資金を割当

が大きかった分､民間資金の構成比率が低下した｡ 69年度には約4分の1にあ

たる26%前後まで回復した｡

3-5　高度経済成長の終意

3-5-1 　 ニ ク ソ ン シ ョ ッ ク か ら 第1 次 石 油 シ ョ ッ ク ま で

71年8月にアメリカのニクソン大統領が､ ｢新轟済政策｣を発表した｡その

内容は､第1にドルと金の交換の一時停止､第2に暫定的な10%の包括的輸入

課徴金制度の即時実施､第3に90日間の賃金･物価凍結措置､であった｡特に

第1のドルと金の交換の一時停止について､ヨーロッパ諸国の外国為替市場は

一時的な閉鎖で対応したが､日本は市場を開けたままとしたため､大量のドル

売り円買い相場となり､1ドル-360円の固定相場を維持するのは難しくなった｡

輸出産業を為替変動から守るという考え方から､円の切り上げの判断に時間を

かけたため､公定歩合引下げや72年7月に成立した田中内閣の積極財政政策に

よりインフレーションの下地を作った｡田中内閣では田中日972)の｢日本列島

改造計画｣を実践すると考えられ､土地の値上がりを想定した土地投機が起こ

り始めた｡また､田中(1972)では積極的な工業再配置を提案しており､社会

資本整備の必要性を強く唱えていた｡
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図表3-14　地方債資金の割当(65年度から70年度まで)

( 単 位: 億 円､ %)

年 度 h& 饑ｸﾜ(ﾇh 柯ｧ｢ 政 府 資 金 ● 剏ﾉ 資 金 剿ｯ 間 資 金 ĀĀĀĀ

最 終 地 方 債 計 画 額 舒r 構 成 比 舒r 構 成 比 乂｢ 構 成 比 ĀĀĀ

65 釘ﾃ イ3,075 田2 紕550 免ﾂ1,274 bĀĀĀĀĀĀĀ

5.464 ﾃ361.9 鉄S10.1 ﾃS3B28.1 ĀĀĀĀĀĀĀ

66 澱ﾃsr.3,861 鉄r 綯625 湯2,221 2ĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 , 8 5 8  釘 ﾃ " ■ 5 8 . 5  田 " 絣 9 _ 1  ﾃ # # 3 2 . 4  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

67 澱ﾂ 緜3,869 鉄 ゅb73.0 免ﾂ2,010 絋ĀĀĀĀĀĀĀĀ

6,705 釘ﾃR59.7 都31.0.9 ﾃ 都29.4 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

68 蔦bﾃss24,017 鉄 停820 "1,936 ゅbĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 , 8 6 2  釘 ﾃ ｳ b 5 8 . 8  偵 1 2 . 0  3 b 2 8 . 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

69 途ﾃ ゴ"4,596 鉄 ゅR･940 "2,316 偵RĀĀĀĀĀĀĀ

7 , 9 9 0  B ﾃ s 3 B 5 9 . 3  涛 C 1 2 . 0  ﾃ 3 b - 2 9 . 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

7 0  湯 ﾃ 5 , 3 8 6  鉄 偵 2 上 0 3 0  免 ﾂ 2 , 6 6 6  偵 B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

9 , 2 6 2  迭 ﾃ S c b 6 0 . 1 ■  ﾃ 3 l l . 1  緜 c b 2 8 . 8  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

(出所)  ｢昭和54年度地方債統計年報｣
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ドルと金の交換一時停止への対応､田中内閣における積極的財政及び投資を

想定した土地投機とインフレーションは進行していった｡その上に, 73年10

月に中東地域で戦争が起こり,●石油産出国が石油の産出制限をかけたため､原

油の価格が高騰した｡日本は石油を海外に依存しており,この原油の高騰は消

費者に石油関連商品の買いだめ行動へ走らせた｡製品の価格は上昇するが､国

内の生産活動は落ちるという､｢スタグフレーション｣と呼ばれる新しい景気状

況が発生した｡ 74年度は生産の落ち込みが激しく､戦後で初めてのマイナス成

長となった｡

ここに高度経済成長期の終憲を迎えたのである｡

3-5-2 　 方 向 転 換 が 求 め ら れ る 地 方 財 政

71 年5 月｢ 昭 和46 年 度 地 方 財 政 の 運 営 に つ い て｣ (71.5.3 日 で, 地 方 の 行 政

施設水準を引き上げるため長期的な計画に基づき生活関連公共施設を中心とし

た各種の施設の整備事業を実施するにあたっては､地方債の活用を通じて事業

の積極的な推進を図る必要があるが､同時に一般財源などを重点的に投入する

ことについても十分創意と工夫を加えるよう留意されたい､とされた｡また,

46年度地方財政計画では,第1に地域社会の著しい変貌に対処し､住みよい環

境づくりを推進するため､国庫補助負担金制度の拡充､地方交付税の算定の合

理化及び地方債の拡充により財政措置を充実すること､第2に人口急増地域に

おける公共施設の整備すること､第3に過疎地域へ総合的に過疎対策を推進す

ること､第4に公害対策を積極的に推進すること,を挙げている｡ 71年度地方

債許可方針等の運用では､公害対策､都市対策及び辺地･過疎対策事業を中心

に必要な資金の確保を図るとして総額1兆860億円で前年度対比1,778億円の

増額となっている｡

72 年5 月｢ 昭 和47 年 度 地 方 財 政 の 運 営 に つ い て｣ (72.5.9) で は､ 国 の 財 政

経済政策の展開に対応して住民負担の軽減の合理化を推進し､生活関連施設等

各種社会資本の整備､社会福祉の充実を図るため､臨時地方特例交付金1,050

億円､交付税特別会計における借入1,600億円､臨時沖縄特別交付金365億円,

地方債の増額(普通会計に係るもの4,908億円)等一連の財源措置を講ずるこ
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とにより地方財源の確保が図られた､と答申している｡72年地方財政計画には､

公共投資の拡大に伴う地方費の増加に対処するとともに,地域の特性に応じて

生活関連公共施設等の整備を図るため､前年度に比し4,908億円の地方債を増

額している｡

72年度地方債許可方針等の運用は､従前に引き続き地方団体の基礎的かつ緊

急に要する施設を整備するとともに､特に社会経適の急激な進展に即応し､社

会資本を充実して住みやすい生活環境づくりを推進するための生活環境施設整

備､都市環境の悪化､都市機能の低下等の現状を鑑み､市街地の秩序ある整備

を推進するための都市対策及び辺地､過疎地域等における公共的施設の総合的,

計画的な整備を推進するための過疎対策等地域整備を重点して策定し､総額は

地方税,地方交付税等の一般財源の不足を補うための特別措置分を含め､前年

度 対 比6,418 億 円 増 の1 兆7,278 億 円 と な っ て い る｡

72年12月地方制度調査会｢地方税財に関する当面の措置についての答申｣

では､第1に､民間設備投資及び輸出を主軸とする高度経済成長過程で生じた

成長と福祉のかい離を解消するため､社会資本の整備を推進し､国民福祉の向

上を図ることを基本とする福祉優先型､財政主導型の財政経済政策への転換が

強く求められる､第2に,新しい国土利用の構想に即して､国土の均衡ある発

展を図るための諸施策を講ずることが要請されている､第3に､地方財政もこ

のような新たな事態に即応し得るよう､その体制を整える必要がある､として

いる｡ 73年度地方財政計画には,過疎地域における公共施設等の整備を推進す

るため､過疎及び辺地対策事業債を大幅に増額する､とした｡

73　年度地方債許可方針等の運用は､地方団体における住宅､義務教育施設､

公園･緑地､上下水道､廃棄物処理施設等の生活環境施設の整備,大都市の再

開発等の都市対策の推進､辺地､過疎地域における公共的施設の総合的かつ計

画的な整備及び社会福祉施設､レクリェ-ション･スポーツ施設等の整備並び

に公営企業の充実及び経営健全化の推進等､を重点として策定されており､総

額 は2 兆2,530 億 円 で 対 前 年 度 比5,252 億 円 の 増 額 と な っ て い る｡

74 年 度 は｢ ス タ グ フ レ ー シ ョ ン｣ と い う 新 し い 局 面 に､ 国 は｢ 昭 和49 年 度

の予算編成について｣ (74.1.7)で, ｢地方公共団体においても昭和49年度の予

算編成に当たっては､地域住民の生活安定と福祉充実に配慮しつつ､国と同一
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の基調により､歳出を極力圧縮するとともに､財源の重点的配分と経費支出の

効率化に努力されたい｡特に､政府の総需要抑制の強化の方針に対応し､行政

投資についての極力抑制､繰延べの措置を講ずるとともに､この際財政全般に

ついて徹底的な洗い直しを行い,補助金等の整理､庁費､旅費等の節約を行う

など経費の合理化を図るほか､給与水準の適正化,職員数の縮減等により給与

関係経費の増価の抑制に特段の努力を傾注されたい｡｣､とまで書いてきている｡

74年度地方財政計画では,総需要抑制の見地から地方債の発行額を極力圧縮す

るとともに,地方債資金における政府資金の構成比率を高め､償還期限を延長

する等地方債の賃的改善を図る,としている.また､ 74年度地方債許可方針の

運用

でも､地方団体においても国と同一の基調により総需要抑制に資するため,そ

の規模を極力圧縮するとして､総額を2兆3,390億円として対前年度3.8%の

増加に抑えている｡

これらの厳しい文言の通知を出した上で､｢第1四半期における財政の執行に

ついて｣ (74.4.12)の依命通達が出された｡その内容は､地方団体においても､

国と同一の基調にたって､財政の■執行を図る必要があると考えられるので､公

共投資関係の事業の執行について､地域の実情､･事業の緊急度､中小建設業者

への影響等に留意しつつ､極力その抑制を図るよう配意されたく命により通知

す る､ と あ り､ 更 に｢ 第2 四 半 期 に お け る 財 政 の 執 行 に つ い て｣ (74. 7.23) を

通 知 し て い る｡ そ し て､ ｢ 財 政 の 執 行 の 繰 延 べ 等 に つ い て｣ (74.9.6) で は､

地方団体においても,国と同一の基調の下に同様の措置を講ずる必要があると

考えるので､国の措置とあわせて公共投資関係事業等の繰延べ措置を講ずると

ともに､第1 ･第2四半期に引き続き､第3四半期における財政の執行に際し

て公共投資関係の事業の執行について､地域の実情､事業の緊急度,中小建設

業者への影響等に留意しつつ､極力その抑制を図るよう配意されたく命により

通知する､とまで通知している｡

3-5-3 　 景 気 刺 激 と 景 気 抑 制 の4 年 間

71年度から74年度までの4年間という短い期間であるが､ 71年度のニクソ
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ンショックへの対応としての景気刺激策から　73年から　74年にかけての｢第1

次石油ショック｣に対するインフレーション対策としての景気抑制策と政策が

180 度 転 回 さ れ た｡ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

71年度から74年度にかけての地方財政計画は図表3-15のとおりである0

71年度から73年度にかけて歳出の投資的経費が拡大されているのがわかる｡

投 資 的 経 費 が 歳 出 に 占 め る 割 合 が､ 71 年 度37.7%､ 72 年 度39.2%､ 73 年 度

41.0%と国からの地方団体の通知文書に合わせて､地方団体がそれぞれの地蟻

への投資を促進すると推定して地方財政計画において高く見積もっている｡ 74

年度になると､その割合は36.6%と抑えられる｡

73年度から74年度にかけての歳入及び歳出合計額が1.2倍となっているが､

経済の好況により地方財政計画規模が拡大しているわけではなく､インフレー

ションにより名目上増加しているだけである｡大蔵省財政史室編(1999)によ

れば,74年度の消費者物価の対前年同月上昇率は年度平均で21.8%となってい

ることから､物価上昇率を考慮すると､実質上73年度と74年度の地方財政計

画上同規模と言える｡

図表3-16の当初地方債計画を見てみるど､ 71年度から72年度にかけて一

般会計債が4701億円､ 118%の増加である｡一般会計倭を2倍以上に膨らませ

た｡特徴的に増加しているのは一般公共事業である｡一般公共事業には地歩財

政計画における補助金も充てられる｡下水道事業等の準公営企業も71年度から

72 年 度 に か け て1988 億 円､ 87% の 増 加 と な っ て い る｡ そ の 反 面､ 水 道 事 業 等

の公営企業債については､ 793億円､ 123%の増加にとどまっている｡ 72年度か

ら73年度にかけては､一般会計債を増加させているが一般公共事業を減らして

いる｡一般公共事業に替わり目立って増加しているのが公営住宅建設事業で､

678億円､ 44%の増加である｡また､ 73年度は準公営企業債ではなく公営企業

債 を 増 加 さ せ て お り､ そ れ は1578 億 円､ 37% の 増 加 と な っ て い る｡ 74 年 度 の

地方債計画は大幅に緊縮している｡一般会計債で795.億円､8%の減額である｡

74　年度の消費者物価の対前年同月上昇率は年度平均で　21.8%の上昇を考慮す

ると､実質的にはより一層の減額幅となる｡一般会計債程ではないが準公営企

業債も減らしている｡その様な中で公営企業債は前年度比較で1401億円､ 24%

の増額を図った｡同じ様に消費者物価を考慮すると実質的に大幅な増額である

154



図 表3-15 　 地 方 財 政 計 画(71 年 度 ～74 年 度)

(単位:億円)

71 年 度 都)D73 年 度 都IDĀĀĀĀ

歳 入 合 計 涛rﾃs"117,498 CRﾃS173,753 ĀĀĀĀĀĀ

地 方 税 鼎ﾃSS4.3,668 鉄RﾃCs7 上957 ĀĀĀĀĀ

地 方 譲 与 税 ﾃ3C1,632 ﾃ2,155 ĀĀĀĀĀĀ

地 方 交 付 税 ﾃCcB24,939 津sB34,144 ĀĀĀĀĀĀ

国 庫 支 出 金 2ﾃR30,480 津cCR45,372 ĀĀĀĀĀ

地 方 債 釘ﾃCs9,379 ﾃsC10,290 ĀĀĀĀĀĀ

雑 収 入 澱ﾃCB7,400 唐ﾃss9,835 ĀĀĀ

歳 出 合 計 涛rﾃs"117,498 CRﾃS173,753 ĀĀĀĀĀĀ

給 与 関 係 経 費 津35,2.08 鼎ﾃcs50,266 ĀĀĀĀĀĀ

一 般 行 政 経 費 3C225,135 ﾃ##38,728 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

公 債 費 ﾃcB 繧4,647 澱ﾃ7,821 ĀĀĀĀĀ

維 持 補 修 費 3s3r2,027 ﾃ3c3,092 ĀĀĀĀ

投 資 的 経 費 bﾃc246,021 鉄 津c3b63,617 ĀĀĀĀ

そ の 他 釘ﾃ34,460 迭ﾃSR10,229 ĀĀĀĀĀ

(出所)　｢地方財政制度資料｣各年度版
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図 表3-1 6 　 当 初 地 方 債 計 画 の 推 移(71 年 度 ～74 年 度)

( 単 位: 億 円)

71 年 度 都)D73 年 度 都IDĀĀĀĀ

一 般 会 計 債 ﾃ 塔"8,683 湯ﾃCsB8,679 ĀĀĀ

･ 一 般 公 共 事 業 鉄r4,110 ﾃ21,067 ĀĀĀĀĀĀ

･ 公 営 住 宅 建 設 事 業 ﾃ#1,538 ﾃ#b2,719 ĀĀĀĀĀĀĀ

･ 災 害 復 旧 事 業  c b 3 8 1  田 # 3 8 2  Ā Ā Ā Ā

･ 義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 都cb877 ﾃS1,150 ĀĀĀĀĀ

･ 産 業 廃 棄 物 処 理 事 業 20 20 ĀĀĀĀĀĀ

･ 一 般 単 独 事 業  鼎 3 2 6 0 7  塔 B 9 3 0  Ā Ā Ā

･ 辺 地 対 策 事 業  # 4 5 0  田 s 8 1 0  Ā Ā Ā Ā Ā

･ 同 和 対 策 事 業  # 1 8 0  s 3 9 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

･ 新 産 業 都 市 等 建 設 事 業 債 S200 299 ĀĀĀĀĀĀ

･ 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 s320 鼎#512 ĀĀĀĀĀ

準 公 営 企 業 債 ﾃ# ビ4,275 釘ﾃC4,204 ĀĀĀĀĀ

公 営 企 業 債 ﾃS4,303 迭ﾃ ャ7,282 ĀĀĀĀĀĀ

特 別 地 方 債 ﾃ1,340 ﾃ 鼎2,260 ĀĀĀĀĀĀ

公 営 企 業 再 建 債  4 7  3 0   Ā Ā Ā Ā Ā

特 別 転 貸 債  鼎 " 7 6  涛 1 0 2  Ā Ā Ā

合 計  ﾃ ツ 1 7 , 2 7 8  " ﾃ S 3 2 3 , 3 9 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

(出所)　｢昭和54年度地方債統計年報｣
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ことがわかる｡しかし,前に見たように74年度には､ ｢財政の執行の繰延べ等

について｣の通知が出されたため､予算執行は次年度繰越が大きくなったと思

わ れ る ｡ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

3-5-4 　 民 間 資 金 の 更 な る 高 ま り

図表3-17は1年度から　74年度までの地方債資金の割当をまとめたもので

ある｡ 71年度及び72年度は当初から最終の地方債計画の変更には,政府資金

と民間資金を充てて両者の構成比を高めている｡また, 73年度及び74年度は

当初から最終の地方債計画の変更においては政府資金を増加させている｡だが､

73年度及び74年度の地方債計画変更額が小幅であったため構成比のポイント

はあまり上がらなかった｡71年度最終地方債計画から民間資金の構成比が30%

を超えるようになった｡当初地方債計画ベースでは民間間資金の割合が35%に

達するようになった｡公庫資金の構成比は9%程度であり安定している｡

3-6 　 千 葉 県 の 開 発 行 政

3-6-1　地方財政再建促進特別法適用団体としての千葉県

これまでは国の政策を中心に述べてきた｡国からの地方団体への通知により､

国の施策方針を伝え､大きな経済変動期に対しては国との同一的な行財政行動

を求めた｡地方団体側では､国の方針に真っ向から反対することはないが,地

域の利益を優先する形で国の施策を受け入れてきた｡国と地方団体の関係は､

決して従属的ではなく､地方団体自身の利益行動によって説明できる｡その例

として,千葉県の例を簡単ではあるが検証してみる｡

千葉県の統計をまとめた『平成22年版千葉県勢要覧』によると､千葉県の全

国順位は,人口で6位､農業産出量は3位､海面漁業漁獲量4位､工業統計調

査における事業所数13位､商業統計における事業所数9位､普通会計歳入額8

位並びに都道府県民所得6位となっている｡人口,各次産業､財政並びに県民

所得は全国有数の順位をつけている｡地理的には東京都に隣接しており､各産
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図 表3-17 　 地 方 債 資 金 の 割 当(71 年 度 か ら74 年 度 ま で)

( 単 位: 億 円､ %)

年 度 h& 饑ｸﾜ(ﾇh 柯ｧ｢ 政 府 資 金 剏ﾉ 資 金 剿ｯ 間 資 金 ĀĀĀĀ

最 終 地 方 債 計 画 額 舒r 構 成 比 舒r 構 成 比 舒r 構 成 比 ĀĀĀ

7 1  ﾃ ツ 6 , 4 8 6  鉄 偵 r 上 1 6 0  縒 3 , 2 1 4  偵 b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 5 . 2 1 5  湯 ﾃ ッ 6 0 . 4  3 C C 9 . 5  釘 ﾃ S モ 3 0 . 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

72 rﾃ#s9,600 鉄R 綯1.490 唐 綯6,188 R 繧ĀĀĀĀĀĀ

22,352 "ﾃ57.7 ﾃ8.1 途ﾃc3B34.2 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

73 "ﾃS312,600 鉄R 纈2,009 唐 纈7,921 RĀĀĀĀĀĀĀĀ

22,701 "ﾃss56.3 ﾃ8.8 途ﾃ34.9 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

74 2ﾃ314,100 田2,059 唐 繧7,231 纈ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

25,1.61 Rﾃ3s61,1 ﾃS8.2 途ﾃs#230.7 ĀĀĀĀĀĀ

(出所)　｢昭和54年度地方債統計年報｣
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業も全国における相対順位は高く､財政や県民所得規模も全国的に大きいと言

える｡このような千葉県であっても､赤字団体まで財政が悪化した時代があり､

再 建 法 の 適 用 を 受 け た｡ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

55年5月千葉県臨時議会において､県知事は､54年度決算における実質的赤

字は14億5千2百万円に達する見込みであり､繰上充用が6億7千万円である

ことを報告した｡また､財政状況について､千葉県の産業構成は原始産業県の

域を出ず､県民所得も県財政も極めて恵まれていないにも拘らず､歳出は膨張

の一途をたどっている､と述べている｡また,千葉県の赤字の原因は,第1に

地方財政制度上の欠陥､第2に国庫補助負担金の超過負担､第3に県税の徴収

難､第4に事業費の累増,第5に教育における給与費の増､第6に国営工事負

担金の過重､にあると分析している｡知事は県議会に対して､再建法に則れば､

5年以上の再建期間を確保でき国庫補助の増や再建億の利子補給等があるので､

大幅な歳出削減､歳入においては税率の引上げ並びに新税の創設を行わないで

済むことを理由として､再建法の適用申請を議会に提案した｡再建法申請にあ

たって､国からの干渉が強くなるのではないか,という異論も出されたが､結

局,議会は再建法提出を認めた｡

図表3-17に千葉県の歳入構造を掲げた｡53年度以降国庫支出金の割合が義

も高く､千葉県財政を支えた｡自主財源である地方税の歳入割合が国からの依

存財源である国庫支出金や地方交付税の割合を超えるのは64年度である｡

3-6-2 　 京 葉 工 業 地 帯 の 始 ま り

戦後改革の一つである財閥解体により川崎重工から分離･独立した､製鉄部

門の川崎製鉄が千葉市の海岸埋立地に工場の新設を決めたときから､京葉工業

地帯の建設が始まったと言える｡

川崎製鉄も高炉から圧延までセットした新しい製鉄システムを採り入れた工

場建設を目指し､広大な敷地､海岸に隣接している条件､ 1万トンクラスの船

が入出港できる等の条件を兼ね備えた土地を探していた｡そして､ 50年11月

に川崎製鉄から通商産業省に新工場建設計画が提出された｡新工場計画の概要

は 土 屋(1997) に よ れ ば､ 第1 に 敷 地 の 面 積 は､ 工 場 敷 地 約200ha( 約60 万 坪)
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に100ha ( 約30 万 坪) を 追 加 埋 め 立 て し た 約300ha ( 約90 万 坪)､ 第2 に 水 路

と岸壁築港,防波堤等を建設して1万トン級貨物船の横づげを可能にする､第

3に主な設備は第1.期工事で500トン高炉1基と平炉3基､第2期工●事で500

トン高炉1基と平炉3基､第3期工事でホット･ストリーツプ･ミル建設､第4

期工事でゴールド･ストリップ･ミル建設,となり建設資金は273億円､第4

に工業用水は印旗沼から取水するが当面井戸を掘り地下水を利用､第5に稼働

生産能力は銑鉄年産35万トン,粗鋼年産50万トン､第6に建設期間は3年,

となっている｡ストリップ･ミルとは自動車や電機などで使用する薄板製造の

ため､長い建屋工程で連続的に高速で圧延する設備であり､ 30年代にアメリカ

で実用化された技術である｡また､資本金5億円の川崎製鉄が多大な投資を行

うことから､投資過剰や余裕のない資本市場からの資金調達という点で,当時

の日本銀行総裁が｢反対を押し切り千葉に工場を造るならば､ペンペン草をは

やしてやる｣と発言したと言われている｡

50年5月に国土総合開発法が制定された｡国土総合開発法では国レベル､都

道府県レベル,地域レベル及び特定地域レベルの計画策定が求められており､

千葉県は51年7月に｢千葉県総合開発計画｣を策定した｡千葉県総合開発計画

では, ｢高度工業｣による臨海工業地帯の設定､これに伴う港湾･電力･工業用

水等工業立地条件の整備等が目標として設定された｡また, 52年3月.に作成さ

れた｢千葉県産業経済振興3ケ年計画｣では､工業地帯造成について､千葉市

地先海岸埋立､船橋地先海岸埋立及び木更津港南方海岸埋立が明記された｡

この様に千葉県財政が悪化して再建法の適用を受ける前から､千葉県は施策

として工業地帯造成を決めていた｡

3-6-3 　 千 葉 県 方 式 に よ る 土 地 造 成

58年には京葉工業地帯造成計画が発表された｡国の首都圏整備計画の一環と

して鉱工業地帯を周辺地域に分散しようとする政策に応ずるとともに､千葉県

の産業構造の高度化を図って県民所得の飛躍的な増大を目的としている｡目標

としては,第1に65年度までに神奈川県･愛知県･兵庫県及び福岡県と並んだ

工業県とするこ.と,第2にそのためには1200万坪の工業地帯が必要であり,う
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ち1000万坪を臨海部に造成すること､を掲げている｡埋立としては､五井南部

地区(現在市原市)を200万坪､生浜地区(現在千葉市中央区)を70万坪､出

洲地区(現在千葉市中央区)145万坪及び葛南地区(現在船橋市) 285万坪を合わ

せて707万坪を計画している｡工業地帯の造成事業主体は原則として千乗県で

あるが､民間企業の造成地区への進出決定後､契約調印と同時に千葉県はその

進出企業から売価の一定割合を補償金として徴収し､残額は当該地区の埋立工

事期間内に分割して徴収する｡造成土地の売値は,土地造成費､漁業補償費､

道路建設費､鉄道建設費､工業用水供給に要する経費とその他公共施設整備に

要する経費の合計となる｡誘致対象企業は重化学工業を主体として､関連産業

の育成を考慮すること､となっている｡

58年に発表された京葉工業地帯造成計画は､現在の浦安市から市原市までの

臨海地域を造成地域としていたが､59年には75年を目途に1000万坪拡大して､

合わせて2000万坪となった｡造成地域も市原市までだったのを木更津市､君津

市まで埋立地域を広げた｡

60　年には八幡製鉄が木更津地区に進出するのが決まったことが契機になり､

｢京葉臨海工業地帯造成計画｣が策定された｡この計画では､ 3400万坪の造成

まで計画が膨らんでいる｡誘致対象企業や売価額の一定割合を契約直後に徴収

する方法は変化がない｡京葉工業地帯の範囲は現在の浦安市から現在の富津市

までと延長された｡

財政再建中であった千葉県は､地方債の発行に制限があり,千葉県の資金で

造成事業を展開できない状況にあった｡そこで,進出企業と結ばれた方式は､

契約直後に前納金を徴収し､埋立事業の進捗合わせて残りの契約金を受け取る

方法で1千葉県財政に負担を大きくさせなかった｡更に土地代金とは別に,産

業基盤の整備費や後背地における公益施設の整備費の一部を進出企業に負担さ

せた｡このような分譲方式は｢千葉県方式｣と呼ばれた｡千葉県方式の弱点は

資金難の企業が前納金の支払いが滞るケースが出てきたことである｡事業を止

めることはできず､千葉県が立て替えて事業を進めた｡そこで､デベロッパー

に埋立事業費を何分のいくつかを負担してもらい､埋立事業後に負担割合に合

わせて土地を分譲するやり方を採用するようになる｡どちらにしても民間資金

を活用しながら､財政再建を抱えた状況のなかで工業地帯形成を進めて行った｡
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3-6-4 　｢ 工 業 化｣ と 並 行 し て の｢ 都 市 化｣

京葉工業地帯への工場進出はその周辺にその工場の雇用者とその家族が住み､

人口増加ふ繋がる｡また､国全体が高度経済成長を迎え,東京への人口集中が

進んでいく中､その人口増加の受け皿として東京の隣に位置する千葉県が担っ

た｡

京葉工業地帯の建設がどのように人口変動や産業構造の変化を及ぼしたのか

見 て み る｡ 人 口 の 変 動 が 見 た の が 図 表3-18 で あ る｡ 50 年 か ら60 年 に か け て

の千葉県の人口は7.8%増加したのに対し湾岸地域の人口は20.7%増加した｡

千葉県総人口に対する湾岸地域の人口割合は34%から38%となり､4%増加さ

せている｡ 60年から70年にかけて､千葉県の人口は46.0ポイント増加してお

り約1.5倍に膨らんだ｡同時期の湾岸地域の人口増加率は79.5%で約1.8倍と

なっている｡千葉県総人口に対する湾岸地域の人口割合は､ 70年で46.8%､ 75

年で48.4%と約半分のひとが湾岸地域の居住していることになる｡京葉工業地

帯の町村は人口増加により合併を進み､町から市に変更する地域も現れている｡

京葉工業地帯の建設が進むに連れての就業構造の変化を示したのが図表3-

19である｡千葉県全体､同じ京葉工業地帯の中で県庁所在地の千葉市､東京都

に近い船橋市､東京都と距離を置く木更津市の産業構造の推移をまとめた｡千

葉県全体においては､ 50年には6割占めていた第1次産業従事者が70年まで

の5年毎に10ポイント近く減少していっている｡ 80年には約1割までに下が

っている｡第2次産業と第3次産業においては､第3次産業の増加率の方が第

2 次 産 業 の 増 加 率 よ り 高 い｡ 50 年 は24.7% で あ っ た の が､ 80 年 に は 約35% 増

加させている｡地域ごとに目をやると､千葉市と船橋市はほぼ同じ様な動きを

示している｡ 50年には約4人に1人が第1次産業従事者だったが, 80年には

100 人 中2-3 人 の 従 事 割 合 に 激 減 し て い る｡ そ れ に 対 し て､ 木 更 津 市 は､ 50

年の第1次産業従事者が50%弱であり　80年のその割合は12%にとどまってい

る｡第2次産業と第3次産業の割合の推移を見ると､多少､千葉市と船橋市の

推移の動きが違う｡ 50年から80年の推移では､千葉市においては第2次産業

と第3次産業で第1次産業の減少割合を分け合って増加しているC　一方､船橋
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図表3-18　湾岸地域の人口が占める割合

千葉県人口(人) 刧ｭﾙ&闔iﾈﾏｲﾂ湾岸地域の人口割合 ĀĀĀĀ

4 7 年  ﾃ " ﾃ r 6 9 9 , 3 3 1  2 R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

5 0 年  ﾃ 3 津 3 r 7 2 6 , 5 7 9  B R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

5 5 年  ﾃ # R ﾃ c 7 8 . 8 , 7 7 6  R 繧 R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 0 年  ﾃ 3 b ﾃ 8 7 6 , 8 7 0  ゅ R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6 5 年  ﾃ s ﾃ s s 1 , 1 4 5 , 1 3 2  鼎 " 紕 R Ā Ā Ā Ā Ā Ā

7 0 年  ﾃ 3 c b ﾃ c # B 1 , 5 7 4 , 3 9 1  鼎 b 繧 R Ā Ā Ā

7 5 年  釘 ﾃ C 津 C r 2 , 0 0 7 , 2 7 6  鼎 ゅ B R Ā Ā Ā Ā

8 0 年  釘 ﾃ s 3 R ﾃ C # B 2 , 2 8 1 , 2 7 1  鼎 ゅ " R Ā Ā

8 5 年  迭 ﾃ C づ c 2 2 , 4 6 9 , 2 0 4  鼎 ゅ R Ā Ā Ā Ā Ā

9 0 年  迭 ﾃ S S R ﾃ C # 2 , 6 4 4 , 5 5 2  鼎 r 綯 R Ā Ā

9 5 年  迭 ﾃ s 途 ﾃ s 2 , 7 2 0 , 4 1 5  鼎 b 纈 R Ā Ā Ā

0 0 年  迭 ﾃ b ﾃ # コ 2 , 7 7 7 , 3 9 4  鼎 b 纈 R Ā Ā Ā

0 5 年  澱 ﾃ S b ﾃ C c " 2 , 8 7 7 , 5 7 3  鼎 r 絣 R Ā Ā Ā

1 0 年  澱 ﾃ # b ﾃ # ヲ 2 , 9 8 1 , 4 3 9  鼎 ゅ R Ā Ā Ā Ā

(出所)国勢調査より筆者が作成｡

*湾岸地域人口とは､現在の行政区域で浦安市,市川市,船橋市,

習志野市､千葉市､市原市､袖ヶ浦市､木更津市､君津市､

富津市の人口総計である｡
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図表3-19　産業構造の変化

千 葉 県 劍wH 剔D 酎 劔j(ﾕbĀĀĀĀĀ

第1次産業 c(鵁蝌ｼb第3次産業 c鵁蝌ｼb第2次産業 c8鵁蝌ｼb紺産業 c(鵁蝌ｼb第3次産業 c鵁蝌ｼb第2次産業 c8鵁蝌ｼbĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

50 年 田2R12.0% BﾃrR24.7% 纈R5 摘 BR27.4% 鼎 づRR47,4% 軍4 用 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

55 年 鉄bR13.6% 紕R25 調 "R52.7% BR26.6% 鼎 偵"R52.8% 唐 綯R38,5% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

60 年 鼎bﾃRR19.6% 2 纈R16,3% 繧R52,9% bﾃ 坦34.7% 鼎 づBR47.0% ﾅD｢42.3% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

65 年 2R26.5% ﾂC 絣R1 川 BﾃW&r54.4% 唐 薀37 朋 鉄2 纈R38,1% B 縒R47.3% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

70 年 "ﾃRR3 用 鼎R 繧R6.8% BR58.9% 迭38 調 鉄b 縒R24,5% 2ﾃ2R52,20//a ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

!75* R32.0% 鉄2 縒R3.8% " 紕R63.9%- ﾃ3｣B34.7% 田"ﾃ2R18.5% rﾃBR54.2% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

:80* ﾃ 坦30.6% 鉄 ゅS2.8% ﾃ2R66.9% R31.9 ㌔ 田Rr12. 鍋 R 纈R6 闇 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(出所)国勢調査より筆者が作成｡
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市は第1次産業の減少割合を主に第3次産業の割合増加で補っている｡また,

木更津市は第1次産業の減少割合を第3次産業の方が第2次産業より多く補っ

ている形となっている｡

人口変動と就業構造の変化とも,京葉工業地帯の市町村が千葉県全体の変化

を引っ張っているがわかる｡また､京葉工業地帯の市町村の中でも､東京都か

ら近い地域と遠い地域では変貌の姿が違うのが推察できる｡東京都に近い地域

では､人口増加が顕著であり､産業構造も第3次産業が中心となっている｡少
■

なくとも浦安市から千葉市の京葉工業地帯では､工業化と都市化が同時に進行

していったものと考えられる｡また､長期計画書では85年の千葉県の姿として､

人口は4,320千人､産業構造は第1次産業従事者の割合を12.0%､第2次産業

従事者の割合を42.1%､第3次産業従事者の割合を45.9%と描いていたが､ 80

年の段階で､人口は実績で約40万人上回り,産業構造も第3次産業従事者の

割合が大幅に増えている｡

3-6-5 　 千 葉 県 の 財 政 構 造 の 変 化

図表3-20は50年から79年までの千葉県財政の歳入割合の推移を示したも

のである｡ 63年度までは前述した通り､国庫支出金割合が地方税割合を上回っ

ていた064年度から地方税の歳入割合が上回るようになった.65年度からは地

方税の歳入割合が大きく増加しており, 73, 74の両年度では歳入割合が40%を

超えた｡国庫支出金の歳入割合は53年度35%をピークに下がり,ほぼ25%か

ら30%までを推移している｡県債発行は財政再建計画中5%以下に抑制されて

いる｡財政再建完了後も60年代はほぼ5%以下の歳入割合で財政運営できてい

る｡地方交付税については財政再建中においては∴大きな歳入割合を占め､財

政再建の寄与が大きいと考えられる｡財政再建完了後は､地方交付税の歳入割

合は下がり続け､ 70年度から73年度には約10%の割合まで下がったo

図表3-21は県税収入の内訳として県民税と事業税を抜き出したものである0

70年度まで法人分の県民税と事業税が大幅に増加している｡75年度では個人の

県民税の占める割合が増えている｡工業化は法人関係税の増加､都市化は住民

関係税への増加に寄与していった｡また､工業化及び都市化に対応するために
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上下水道､工業用水の整備等､高度経済成長期に多大な額の設備建設を行った｡

3-7 　 第3 章 の 議 論 整 理

高度経済成長期における､国民所得倍増計画､ -全総,二全総､そして｢日

本列島改造論｣等のナショナル･プランに係り､国は地方団体へ地方債許可方

針に国策への同一行動を求めた内容を盛り込み通達を出した｡そして､通達を

裏付けるように地方債計画も作成されている｡

通達を受けた地方団体側の投資行動は,地方債の許可実績と当初地方債計画

あるいは最終地方債計画の比に表れており､その比のポイントは毎年1を超え

ている｡毎年1を超えた地方団体の投資行動は､国の投資見積額を上回ってお

り投資旺盛な姿を現している｡また,地方債許可実績が地方債計画を上回って

も､資金調達ができていたことを示す｡国は国策に合った旺盛な投資活動に寛

容に対応し､地方債計画の枠内であれば民間資金を充てていることを意味する｡

政府資金であれば､地方債計画を改定して財政投融資計画の変更を求めなけれ

ばならないからである｡

つまり､民間資金による地方債資金調達に余裕があることとなり､当分の間､

民間との限られた資金調達競争を避けるため許可制とした理由は消滅したこと

になる｡しかし､地方団体から地方債許可制度廃止の声は上がっていない｡地

方団体側としても地方債許可制度維持を求めていることを示唆している｡

戦後の地方財政の各論として､千葉県の財政運営と開発行政の関係を取り上

げた｡千葉県は､ 56年から6年間に財政再建団体と認定され､財政の再建を取

り組んだ地方団体であるo　しかし､千葉県は財政再建中に京葉工業地帯の建設

に着手している｡どうしてこの様なことができたのか｡千葉県は工業地帯を決

めた進出企業から土地代を前受けして､造成費用に充てる､ ｢千葉県方式｣と呼

ばれる方式を採用して､工業地帯建設を可能にした｡京葉工業地帯の造成があ

ったからこそ､高度経済成長期の波に乗り､その後の千葉県の都市化と工業化

が実現できた｡財政再建が終わると､都市化及び工業化に併せ､地方債発行に

より上水道及び工業用水を整備した｡ ｢千葉県方式｣及び地方債(企業債)の活

用は､民間資金活用と公的資金を併せた､高度経済成長期には先駆的な開発行
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第4章　地方債許可制度の意義と許可制度批判論

4-1　国による地方債許可制度の裾拠づけ

4-1-1 　 地 方 自 治 法 改 正 理 由

' ノ

第4章では,これまでの章で述べた通りの事実の下,地方債許可制度が論じ

られたきたのかを整理し,日本の地方財政度における地方債許可制の位置付を

行う｡

地方債許可制度はどのような理由で導入されたのか,また､許可制導入後､

この制度がどのような役割を果たしているのか､また､政府内で地方債許可制

度について何が議論されたのかを整理していく｡

｢当分の間｣を地方自治法第250条に加えることを議会に提案した際の提案

理由は､ ｢地方債を不要許可とし､自由借入の建前をとることは､地方公共団体

の自主自律を重んずるゆえんであり,また地方公共団体の活動を活発ならしめ

るわけでありますが,現下の地方財政の実情及び金融界の状況等諸般の事情を

考慮して､原則として許可は必要としないが､当分の間所轄行政庁の許可を受

けなければならない｡｣である｡

｢現下の地方財政の実情｣とは,戦災からの復旧及び災害復旧並びに六･三

制度導入等における地方財政負担の大幅な増加に対して､大幅な歳入増加を見

込めない地方財政構造を意味している｡また, ｢金融界の状況｣とは,民間の投

資需要への資金供給が十分でない状況であり､限られた民間資金が国や地方団

体に回ってしまい､民間の経済活動に支障をきたしてしまってはよくないとの

判断を含んでいる｡

国からの地方自治法改正案提出を受けての国会論議の中で､｢地方債に関する

いろいろな制限を撤廃される意思はないか｡｣との質問に､･国は､ ｢現在の日本

の金融状態､あるいは財政状態､これから見まして､どうしてもそれができな

いような実情にあるわけでございます｡そこで当分の間は所轄行政庁の許可と

いうことにいたしたわけでございます｡もっと国が富んでまいりまして､資金

蓄積の状態というのもどんどん非常に上がってまいりますれば,この但書は要
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らないようになるのではないか､かように考えるものであります･ ･ ･｡｣

と回答している｡

内務大臣答弁資料によると､｢地方債について許可を必要としない旨の規定を

設けた理由は如何｣の問いに対して､ ｢地方債については今後地方公共団体が任

意にこれを起こすことを認め､財政上の活動の自由を拡大して､その自主的活

動を促し､地方自治の伸張を期そうという趣旨に外ならないわけである｡この

ように原則的に地方債の許可は必要でないこととなるのだが､別に現下の資金

計画の遂行上中央及び地方を通じ､当分の間資金の流通と統制する必要がある

ので,なお暫くの間所轄行政庁の許可を必要と致した-ものであります｡｣との回

答が用意されていた｡

この準備された回答は､地方債発行の自由化と地方自治の拡大との関係を認

めつつ､現状における金融上の問題において,地方債発行の許可制を行ってい

る, と 述 べ て い る｡

4-1-2　地方債許可制度の役割に関する考え方の変遷

･自治省官僚により地方債制度の解説本が何年かおきに出版される｡これらの

制度解説は出版された年代により解説の違いが生じている｡地方債許可制度の

機能についても固定的ではないことがわかる｡

まず､荻田(1954)においては､地方自治法設定までは,地方団体に対する

後見的監督の必要性と金融政策上,地方債発行総額を抑制する必要から､許可

制を説明している｡地方自治法設定後においては,根本的の地方自治権の拡充

に際して､地方団体に対する後見的監督の必要性はなくなったのだが､金融政

策上の問題から｢当分の間｣と限って許可制が敷かれていると考えている｡

次 に, 石 原･ 矢 野･ 辻(1967) 及 び 志 村(1979) で は, 許 可 制 が 必 要 な 理 由

として､第1に地方債は地方税､地方交付税等の主要な一般財源の補助的財源

としての性格を脱しきれない実情にあり､総合的見地から配分を行う必要が残

っている､また､無理な負担を将来に残し､財政を混乱させる地方団体が生じ

ないよう､地方債発行の適正限度を保持させる必要があること,第2に現在の

財政金融情勢の下では,国及び民間の資金需要との調整を図る必要があること､
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第3に有力団体への資金の偏重を防止し､資金需要との公平を図る必要がある

こと､を挙げている｡

ま た､ 石 原･ 矢 野･ 辻(1967) で は､ 許 可 制 の 必 要 な 理 由 に 加 え て､ 上 記 の

3つの理由のうち､ 1つ目の理由を地方団体に対する後見的指導の必要性､後

2つの理由を限られた資金の計画的かつ適正な配分の必要性として区分し､後

者の計画的適正配分の必要性は今後強まりこそあれ､弱まるものとは考えられ

ず,当面許可制度を全廃することはあり得ないと断言している｡しかし､計画

的適正配分の必要性が強まる理由については､触れられていない｡

谷本･石井(1987)は､地方債許可制の趣旨として､第1に財政の健全性の

確保､第2に資金需要の調整と資金の適正配分､第3に財源の適正配分､第4

に地方債の発行の保証､第5に貸付審査の一元化､を挙げている｡

財源の適正配分とは､公共事業については地方交付税等の一般財源との財政

措置が行われているため､地方債の配分が必要であるとしている｡地方債の発

行の保証とは､金融市場において政府保証に準じた機能を果たすと考えている｡

貸付審査の一元化とは､地方団体が国の資金を借りるにあたって､それぞれの

地方団体が国と融資交渉を行う必要がなく､国の中で資金充当を行う機能であ

る｡

谷本･石井(1987)では,地方交付税と地方債許可制との関連に触れている

のが特徴的であるが､一般単独事業債への交付税措置をとっている当時の地方

債と地方交付税の運用が反映されていると思われる｡

00 年 代 に 入 り､ 平 嶋･ 植 田(2001) に お い て は､ 地 方 債 の 機 能 と し て､ 第1

に地方債への信用の付与機能､第2に融資等の一元的調整機能,第3に公共投

資に必要な資金の配分調整機能､第4に国の経済政策等とのマクロ調整機能､

第5に地方財政計画を通じて標準的な行政水準の確保機能､が考えられている｡

地方債への信用の付与機能とは,許可を受けた地方債の元利償還は国が策定

する地方財政計画の歳出に計上される一方､歳入としてそれに見合う財源が計

上されるため,マクロで財源保障がなされる仕組みを指している｡公共的に必

要な資金の配分調整機能とは､地方団体の財政力や経済力よりも公共投資の必

要性や地域の資金需要に応じて地方債の資金を配分していく機能である｡国の

経済政策等とのマクロ調整機能とは､各地方団体の投資行動と景気対策等の国
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の経済政策や金融政策､財政投融資計画をマクロベースで調整する場となる機

能である｡地方財政計画を通じた標準的な行政水準の確保機能とは､地方財政

計画に地方債額を計上することにより､社会資本整備に必要な地方債総額と公

債費のマ9.ロ管理を行う機能である｡

平場･植田(2001)では,既に許可制から協議制への移行が決まっている時

点での出版であるが､ 90　年代から続く国の不況対策･経済対策との関連性と､

地方財政が悪化している中､地方財政計画との関連に特色を出している｡

これらの解説では､地方債許可制の必要性を地方自治のあり方という問題か

らの解説ではなく､許可制が持つ機能に注目して説明しようとしている｡荻田

(1954)では後見的監督の必要性より金融政策上の問題を許可制で重視したが､

時代が進み､金融政策上の問題ではなく､後見的監督をどういう意味で解釈し

て制度運用したかが､地方債許可制においては大事な点であること｡同時に､

解釈と制度運用の方法は決して単一でなく､時代によって変化する経済･財政

状況に対応していることが,解説本の説明の推移から示唆される｡

4-1-3 　 地 方 債 許 可 制 度 改 革 論 議

地方自治法制定後の地方債許可制論議を整理する｡ 43

53年に議員立法で｢資金運用部資金法の一部を改正する法律(秦)｣を提出し

て､資金運用部資金を地方債に運用する場合は,当該地方債につき､発行許可

は不要とする､という内容であった｡この改正案に対して,当時の自治庁は､

地方債は､地方財政計画の財源として地方税､地方財政平衡交付金等と並んで

地方歳入を構成しており､資金運用部資金引き受け分について許可を要しない

ことにしてしまうと､地方財政計画における財源配分の機能を失ってしまうこ

ことになり､地方自治法第250条における｢当分の間｣の許可を不要とする時期

に到来していない､と反対意見を述べている｡

64年の臨時行政調査会答申(64年9月　29日)における許認可等の改革に関

する意見個別事項では､第1に地方債の窓口を自治大臣または都道府県知事に

一本化して大蔵大臣等は行政庁間における協議という形で関与するにとどめる

43 　 以 下 の 議 論 は 平 場･ 植 田(2001) を 参 照 し た｡
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こと､第2に現行のわく配分方式によるものを拡大し､あわせて配分後の自治

大臣の充当結果の承認を単なる報告にとどめること､が提案されている｡

82年の第2次臨時行政調査会(82年7月30日)｢行政改革に関する第3次答

申一基本答申-｣においては､地方財政の制度･運営の合理化､効率化策とし

て､地方交付税の年度間調整の強化､地方財政計画と実績(決算)のかい離の

是正や地方財政計画における歳出の節減合理化､国の一般会計における地方財

政関係費の見直し等が提言されている｡しかし,地方債許可制度についての提

言はなされていない｡

89年の臨時行政改革推進審議会(89年12月20日) ｢国と地方の関係等に関

する答申｣では､地方債許可制度の運用の弾力化を求めており､第1に公営企

業債については経営等の状況を踏まえ,事業区分ごとの総体の枠配分方式を導

入する､第2に起債対象事業の事業区分を可能な限り大くぐりとする､第3に

政府資金償,補助裏債及び少額起債については､その手続きを大幅に簡素化す

る､第4に市町村に対する起債許可について､実質的に都道府県知事限りの手

続運用を行う､第5に公募債の発行について､その発行を認める地方公共団体

の基準を明確化するとともに､その発行に際しては市場原理を尊重した発行条

件の決定を行う､第6に特定資金公共事業債､一般会計･特別会計貸付金につ

いてはその許可手続きを大幅に簡素化する､としている｡

このように60年代からの行政改革推進にあたって､地方債許可制度について

は,許可制度を継続すべきであるのかという議論は消え､許可制度を基本にな

るべく事務手続きを簡素化できないかという議論に終始してしまっている｡

許可制の可否について論じられるのは, 90年代に入ってからである｡地方分

権推進委員会第2次勧告(97　年7月8日)において､ ｢地方債許可制度につい

ては､地方公共団体の自主性をより高める観点に立って廃止し､地方債の円滑

な発行の確保､地方財源の保障,地方財政の健全性の確保等を図る観点から､

地方公共団体は国又は都道府県と事前協議を行うこととする｡｣として､地方債

許可制度から事前協議制への移行を提言した｡地方分権推進委員会の勧告は｢地

方分権推進計画｣として閣議決定され､国会に提出された｡地方分権推進計画

では､機関委任事務制度の廃止が含まれている｡ 90年代に入ると､自民党以外

の党が政権を奪取したりして､ ｢改革｣や｢変化｣に対して提言しやすい政治環
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境であり,都道府県知事経験者が首相や閣僚となり, ｢地方分権｣が政治的にも

取り上げられ､地方改革案を推進しやすい状況であった｡

4-1-4　地方債許可制と協議制の差異と同質性

前述した｢地方分権推進計画｣における地方債協議制の中身についてみてみ

る｡

地方債協議制に関して以下の提言を行っている

第1に､地方団体は地方債を起こし並びに起債の方法､利率及び償還の方法

を変更しようとするときは,あらかじめ自治大臣に協議する｡市町村との協議

については､都道府県の法定受託事務とする｡法定受託事務とは､機関委任事

務制度廃止に伴い､国と地方団体の事務取扱に関する法律的関係のひとつで､

法令によって国から地方団体に委託された事務である｡06年より協議制に移行

した際､これまで､市町村は都道府県と財務省の財務事務所から起債に関する

ヒアリングを受けていたが,都道府県のみのヒアリングだけとなり､事務手続

きが簡素化された｡

第2に､地方財政法第5条で定める地方債をもって財源とすることができる

事業の範囲をより一層の明確化を図るとともに､自治大臣は協議において同意

する基準を定め公表する｡

第3に､自治大臣の協議は､地方団体に関して,全国的な観点からの｢資金

の配分･調整｣及び｢地方交付税措置との調整｣等を主たる目的としている｡

第4に､同意した地方債についてのみ政府資金等公的資金を充当するととも

に,元利償還金について地方財政計画や地方交付税制度を通じて財源措置を行

なう｡

第5に,地方債計画について法的に位置づける｡

第6に､同意されない地方債を発行する場合には､当該地方団体の議会に報

告する｡

第7に,普通税の税率が標準税率未満であるか､元利償還費又は決算収支の

赤字が一定水準以上となった地方団体等については許可制度を設けること｡

第8に､財政構造改革期間中は国及び地方団体の財政赤字の縮小のための財
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政健全化目標が設定され､地方団体の歳出の抑制が求められていることから許

可制を維持する｡従って協議制への移行は06年4月からとなる｡

第9に､地方債発行に係る手続きについて､一層の弾力化･簡素化を推進して

透明化を図る｡更に､地方債市場の整備育成､地方債証券の流通性の向上､外

債の発行額の確保等資金調達方法の多様化及び共同発行の促進等に努めること

としている｡

許可制度から協議制への最大の変更点は､国の同意がなくても地方団体は地

方債を発行できることにある｡つまり,国が不同意であるとか､始めから国に

申請をしない場合が考えられるが,地方団体の予算化と地元議会への報告によ

り地方債発行ができるものとしている｡許可制とは違い国の判断なしで地方債

発行できるのが｢地方自治｣や｢地方分権｣の表れとしている｡だが､ 11年現

在において不同意債は1件も起債されていない｡

地方団体は､ ｢地方分権推進計画｣にあるように,不同意億には政府資金の充当

されないこと及び地方財政計画に計上しないため地方交付税の対象からはずれ

てしまうことを嫌っているようである｡国のうしろだてなしでは､地方債が発

行されていないのが現状である｡

また､許可制とは変更があったのだが､実質的に変更されていないのが､許

可制の両輪とする地方債計画と許可方針等に替わる､法令化された地方債計画

と同意基準等である｡協議制においても､地方債計画においては事業別の計画

額と資金ごとの充当額,同意基準等では事業別同意基準や充当率等考え方が維

持されており,許可制と実質的に大きく変更

していない｡

どうしても､制度改革と言いながらも､行政現場の混乱を避け､継続性を優

先させるため､許可制から協議制へ移行したことで地方団体の起債行動に変化

が生じたとは言えない｡

4-2 　 年 代 ご と の 許 可 制 論 議

わが国の地方債許可制に関する先行研究を池上氏の論文を参考にしてまとめ

てみる｡池上(1989a)では50年代及び60年代における地方債許可制度をめ
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ぐる論争が,池上(1989b)では70年代及び80年代の論争が紹介されている｡

池上(1989a)では､まず､わが国の地方債制度における適債事業列挙主義に

注目している;戦争直後においての地方債の発行は,戦後インフレーション

による経費膨張､復興･教育改革による経費増､国家財政緊縮のしわ寄せ､税

収不足等により赤字公債的な起債が増大した｡国は地方財政法で地方債もって

財源とできる事業を列挙することにより,赤字公債的起債から｢地方財政の健

全性を確保｣する手掛かりを求めたものと判断できる､としている｡だが､赤

字地方債をなくすために､地方財政法に起債対象を列挙したのかは定かでない｡

地方財政悪化の中で｢地方財政の健全性｣のために赤字地方債を禁止しようと

した地方財政法は貫徹できたかと言えば､地方財政法以外の経費については特

例法を制定して起債対象経費を増やしていった｡

また､地方債の許可制に関して, 50年代においては､民間投資資金と政府投

資資金の調整のため｢当分の間｣導入された地方債許可制度に対して､シャウ

プ勧告や神戸委員会からの勧告にあるように､起債自由化の意見が提出されて

いる｡しかし､政府は短期的に地方債の起債自由化は時期尚早として許可制の

撤廃は認めなかった｡

60　年代は､地方債許可制度の改廃自体が大きな問題とならなかったが,石

原･矢野･辻(1967)にもあるように,地方団体への国の後見的指導が許可制存

続の理由として唱えられようになった､とされている｡ 50年代前半にかけて地

方財政危機にあたって､国は､財政再建債の発行を許可する一方,財政再建計

画の提出,指導及び監督にあたり地方財政危機を切り抜けた｡このような地方

債政策が用いられたことが背景となり､後見的指導が許可制度の存続理由とし

て出されたと考えている｡

池 上(1989b) で は､ 70 　 年 代 は､ 鈴 木(1976)､ 高 寄 日977) 及 び 岩 波(1979)

にあるように地方債許可制度への批判が出された時期となる｡そして､ 70年代

後半には東京都が国を相手に地方債許可制度廃止を求める訴訟を起こす構えを

みせた｡これらの意見については後述する｡ 70年代において,政府の外から地

方債許可制度への批判が出されたのは､70年代半ばから石油ショックにより高

度経済成長は終蔦を迎える一方､国は景気対策のための地方債発行を求める許

可の姿勢を強めたことが背景にある｡
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国の80年代は行政改革の年代であり､地方財政との関係では国庫補助金の補

助率が引き下げられていった｡ 44実質的に国庫補助金が減ってしまうため,そ

の'財源補てんとして地方債が使われるようになった. 70年代から　80年代にか

けて一般財源のうち公債費に充当された分の割合を示した公債費負担比率は一

貫として上昇しつづけ､地方債許可制度における｢地方財政の健全化を確保す

る｣は疑わしくなる｡またこの年代に財政投融資について｢見直し論｣が出始

めた｡国鉄等の民営化を進めている時代の中で､郵便預金による民間金融機関

圧迫に反発が高まっていった｡このような時代環境の中で､地方債許可制につ

い て の 批 判 は 高 く､ 高 寄(1988a) (1988b) が 代 表 的 な 意 見 と な る｡

4-3　分権論による地方債許可制度批判

4-3-1　地方債許可制度による財政統制及び金融統制

池上(1989a) (1989b)では,池上氏自身の許可制への意見を見出すことが

できない｡池上氏が整理した文献をもとにして,時代ごとの論議ではなく,読

文の内容から分類して再度整理したい｡

地方許可制度に関して､官僚以外の論文は2つのタイプに分けられる｡ひと

つは,国は地方債許可制を通して地方財政の統制を行っており,その統制手段

を分析して批判するタイプである｡ふたつ目は､ ｢地方自治｣の視点から地方債

許可制を否定して､地方団体の起債自由化を求めるタイプである｡

ひ と つ め の タ イ プ と し て､ こ こ で は､ 岩 波 日979) (1993), 今 井(1979)､ 岩

元(1985)､ 町 田(1997) 及 び 金 鐸(2006) を 取 り 上 げ る｡ ふ た つ 目 の 起 債 自 由

化の議論として､シャウプ勧告､鈴木及び高寄について触れたい｡各氏の論文

を紹介し,それぞれに意見や批判を述べる｡

岩波(1979)では地方債の許可構造に注目する｡地方財政法及び特別法により

適債事業が定まっており､許可方針等で起債制限がかかっている｡適債事業と

起債制限をクリアしたとしても地方自治法第250条｢当分の間｣許可を得なけ

ればならない規程より､地方債計画により発行総枠規制と許可方針等による事

44　宮島日989)を参照のこと｡
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業内容の審査が必要になる｡適起債事業及び起債制限の一般的規制に加え､発

行枠規制と内容審査を補完させて､地方債の国による地方債統制装置が完成さ

れているとしている｡●

岩波(1993)では､地方債許可制度の行財政的な内実を決めていくのは､法

律上の定めだけではなく､むしろ行政当局の裁量による許可制度の運用である､

と述べられている｡地方債許可方針には､具体的に盛られる起債対象事業の内

容,起債額を算定するために事業の標準的な規模や単価,その算定に当たって

控除される特定財源額,事業別起債充当率等が,国の財政政策や財政事情を勘

案して決められているとして､特に地方債充当率が国の政策によって運用され

る上で重要な役割を果たしているとしている｡

岩波日979) (1993)で共通に特徴的なのは､これまで述べた財政統制に加え､

金融統制のために地方債許可制度を存置する理由があったとしている点である｡

国は地方財政政策の視点で地方債発行の量と質を決め､国債とともに強制市中

消化する方式を堅持しなければならず､資金統制装置の一部に組み込まれ､重

要な役割を果たしてきた､とされている｡

岩波論文における､地方債許可制度の多重な国の関与及び法律上の定めだけ

ではなく行政当局の裁量による許可制度の運用は､地方団体の起債権を強く縛

っており､指摘はまさしくその通りである｡充当率の操作についても論文にお

ける指摘通り､充当率の変化は現世代と将来世代における社会資本や施設等の

住民の費用負担に変更を及ぼす影響があり､極端な充当率の変更は好ましくな

い｡金融統制としての地方債許可制度の役割については､まず､金融政策と日

本経済の関係を確認しなければならず,そのうえで､地方債充当に必要な資金

量が資金供給量全体のどれ位占めているか､どれ位影響を及ぼしているのか整

理しなければならない｡

ま た､ 岩 波 日979) (1993) の 財 政･ 金 融 統 制 は 国 側 の 論 理 で あ り､ 地 方 団 体

の資金重要及び地方団体の社会資本投資行動を勘案されておらず､ ｢統制｣とい

う用語使いが適当であるかは､再検討の余地があるであろう｡

4-3-2 　 地 方 債 制 度 運 用 の 背 景
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今 井(1979a) (1979b) で は､ ま ず 地 方 財 政 の 歳 入 構 造 に 注 目 し て､ 国 が そ

の意のままに地方債を運用できるのは､単に起債許可権を保持しているからで

はない､としている｡地方債収入も地方団体の歳入のひとつであり､他の歳入

ともある程度代替関係にある｡わが国の地方財政では,地方団体は地方債以外

の歳入に関しても政策決定の自由をほとんど持っていない｡地方税では地方税

法により課税できる科目､標準税率及び制限税率が決まっており､地方団体は

地方税法に従う｡地方交付税の基準財政標準額及び基準財政収入額の算定方法

や交付税率は国が決める｡補助金においては,補助対象及び補助率は国が定め

地方団体に通知される｡このように地方債の代替となる歳入科目についても国

の影響は大きい｡逆に言えば､地方債以外の歳入科目の代替として地方債を運

用することもできる関係になっている｡

国による地方債運用は地方団体の歳入全体を国が統制する手段であると同時

に､国は,地方団体の歳出を国の希望する方向へ誘導する機能を果たしている､

と言っている｡例えば,起債充当率のより高い事業により多くの地方団体の歳

出を振り向けられる｡

今 井(1979a) (1979b) で 述 べ ら れ て い る, 地 方 財 政 の 歳 入 構 造 に お け る 地

方債の位置や起債充当率操作が国の希望する方向への誘導策となっていること

について異論はない｡ただ､地方債の代替として他の歳入科目の取り扱い､そ

の逆で､他の歳入科目の代替としての地方債の取り扱いにあたって､他の問題

点が発生しないのかの言及はない｡または地方債の起債自由化を進めた場合､

国の地方団体へのコントロールが弱まるかは､はっきしりない｡更に今井(1979

b)は議論を地方団体の一般会計の地方債だけに限定しており､公営企業の企

業債については別個の分析が必要としているが､その理由は明確にしていない｡

岩元(1985)では､地方公営企業の企業債に注目して､第1に有料道路事業

の様に本来,行政が行う事業を公営事業化し､宅地造成事業の様に本来は民間

事業が行われるべき事業が公営事業化され､財務的には企業債が発行されてい

る､第2に国の景気対策に対して地方債を発行せざるを得ない､等を問題にし

ている｡

前記の2つの問いに対しては､特に異論はない｡ただ､公営事業化による企

業債の発行及び景気対策による地方債の発行について,前間に対しては地方団
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体の役割や業務内容の洗い直しが必要であり､後間に対しては地方財政の歳入

歳出構造を改革してからではないと､着手できないのではないだろうか｡

今井及び岩元両氏の議論では､どのような地方団体側の行動原理またはどう

地方財政の将来像を作るかの具体的な提言は示されていない｡

4-3-3　国の政策手段としての地方債許可制度

町 田(1997) (2006) 及 び 金 揮(2006) で は, 国 の 政 策 目 標 の た め に, ど の よ

うに地方債制度を運用したかを記している｡

まず､町田(1997)では,国の財政再建の一環として補助金の補助率を下げ

る一方､国は地方団体の単独事業を増加させることを図り､方法としては､地

方債と地方交付税を組み合わせによる仕組みが作られた｡その仕組みとは､地

方債においては､地方債における地方単独事業債の対象事業の範囲を広げ､同

時に充当率を上げ地方債計画における地方単独事業向け資金枠を拡大した｡

地方交付税においては,単位費用における｢公債費｣への算入又は事業費補正

による公債費算入という方式で交付税措置を拡大させていった｡地方債許可方

針や地方債計画において､地方団体の単独事業増加を促し､地方交付税により

償還額の一部を国が面倒を見る､というメカニズムである｡ 90年代前半の経済

対策においても地方団体の単独事業増加が図られ､地方債と地方交付税を劫員

して地方団体の単独事業を増加させるのに成功した｡

しかし､中川(2011)で明らかにしたように､地方債と地方交付税を動員し

た地方単独事業の増加は､ 90年代後半にはその勢いは消えてしまった｡国は依

然として90年代後半においても地方単独事業の増加を図るのだが､地方団体は

単独事業を増加させなかった｡地方団体おいては地方債残高が大幅に増えてい

き､地方財政の｢財政破綻｣が噂されるようになり､単独事業をより増加させ

る政治･財政環境にはなかったためである｡

次に,町田(2006)では､市町村の合併を進め､市町村総数を大幅に減少させ

る国の政策に焦点を当てている｡市町村合併を図るため国は､財政面における

合併促進策をとっており,合併促進策の中心は地方交付税と地方債である｡地

方交付税は､普通交付税においては､合併算定換と呼び合併後10カ年度は合併
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がなかったものとして仮定して算定した額を保障する､特別交付税では､合併

準備経費と移行経費等を措置することになっている｡地方債は､合併後10カ年

度は市町村建設計画に基づく特に必要な事業に｢合併特例債｣を充当する｡合

併特例債は､建設事業費から国や県からの補助金を控除した後の地方負担額の

うち充当率95% (公営企業に係わる事業は100%)と高く､元利償還金の70%

を交付税措置するものである｡

更に､国は市町村の合併を急がせるために､これまでの旧法を改定した｢市

町村の合併の特例に関する条例｣ (以下｢新合併特例法｣と呼ぶ｡)を　04　年　6

月に制定した｡新合併特例法は5年間の時限立法であり, 05年4月以降の申請

に対しては合併算定香の特例期間を5年に短縮､激変緩和期間を5年とすると

ともに,合併特例億を廃止した｡新合併特例法は､新合併特例法施行前までに

市町村合併の申請を駆り立てる役割を果たしている｡

金揮(2006)論文では､ひとつの個別政策を丹念に調べ上げる方法ではない

が,戦後の時代環境のもとでの地方団体の動きを捉えている｡まず､戦後の地

方債許可制度については了一面で戦前期に形成された制度の蔵強さに基づく連

続性を示すとともに､他面で､当時の地方自治体が絶対的な資金不足に陥るな

かで､形式的な自由よりも政府による後見的な財源保障のしくみを求めた結果

で あ っ たo｣ と し て い るo

高度経済成長期には､国の一般会計が健全財政主義を基本として､地方債が

社会資本整備や地域開発の資金蓄積を財政面から支える役割を果たした｡高度

経済成長促進が図られる一方､一部の地方団体には環境･教育･福祉重視の施

策が導入されていった｡地方団体においては､好況･高成長の下で､成長優先

で後見的財政統制を受け入れるか､それとも環境･教育･福祉重視して財政自

主権に重きを置くかが問われた｡しかし､ 2回にわたる石油ショック後の　70

年代後半には､国は建設国債を財源として地方団体に公共事業の補助金を増や

し､補助事業の裏負担を地方債で調達させる方式に誘導した｡地方団体側にと

っては､高度経済成長期の行動選択肢が変更され,国とのパイプを活用した財

政支援と不況対策か､自主的財政再建かという選択に迫られた｡大勢は､抽象

的な自由･自主よりも､補助金と政府資金融通を享受しうる現実的路線へと傾

斜した｡
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4-4 　 起 債 自 由 化 論

4-4-1 　 シ ャ ウ プ 勧 告 及 び 神 戸 委 員 会 報 告

49　年度5月にシャウプを団長として来日したシャウプ税制使節団は約2カ

月間､日本の税財制に勧告案を示すため､税の実態を現地で見て回ったりして､

報告書をまとめた｡その報告書が｢シャウプ使節団日本税制報告書｣ (以下｢シ

ャウプ勧告｣と呼ぶ｡ )と呼ばれる｡シャウプは勧告案の目標のひとつとして､

｢地方の自治と責任を強化する既定政策に対し､財政面から支援をあたえるこ

と｣を掲げていた｡シャウプ勧告において､地方財政は次の5つの重大な弱点

あるいは問題に悩まされているとしている｡第1は､市町村,都道県及び国と

の間の事務の配分及び責任の分担が不必要であり､また重複していること､第

2は､国による地方財源の統制が過大であること､第3は､地方団体の財源は

地方団体の緊要経費を賄うには不足であること､第4は､国庫補助金及び交付

金は独断的に決定されることが多い､第5は,地方団体の起債権限は極めて厳

重に制限されている｡その上で,シャウプ勧告は地方団体の行政費用を確保す

るための地方税制改革及び地方団体間の財政調整として従来の地方配布税に換

えて一般平衡交付金創設等を提言している｡

シャウプ勧告では地方債について､ ｢51年度またはその後間もなく､すべて

の地方債の制限方法は改めるべきである｡最も適切な制限方法は､負債元本よ

りも負債利子に基準をとって制限することである｡そうすると地方団体は利子

支払年額(これに発行差額の年賦額を加える)が過去3カ年の平均実行予算の

一定比率は(恐らく10ないし15%)を超えない限り起債を許されることとな

ろう｡地方債は大蔵省預金部に対するよりも国民大衆に対して直接売り出すこ

とに努めるべきである｡そして現行利子よりも低利で起債できるようにすべき

で あ る｡｣ と､ 述 べ て い る｡

また､シャウプ勧告では､国､都道府県及び市町村間の財政関係について絶

えず発生する問題を処理するために常設委員会若しくは何らかの機関が必要と

している｡
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この常設委員会設置の提言を受け､ 49年12月に｢地方行政委員会設置法｣

を制定し､翌年1月には5人の委員が任命された｡この5人の中から委員長が

選ばれ､その委員長が当時京都市長の神戸正雄氏であうたことから､地方行政

委員会は｢神戸委員会｣とも呼ばれた｡

神戸委員会は｢国庫補助金制度等の改正に関する勧告｣ (50年10月14日)

では地方債制度について,第1に地方債の事業別審査及び許可の制度を廃止し､

発行総額を許可する､第2に地方債発行総額を公共事業分､災害復旧事業及び

一般事業に区分し､大蔵大臣と協議する,としている｡

更に､神戸委員会は｢行政事務配分に関する第2次勧告｣ (51年9月　22日)

では､｢地方財政制度のうちで最も中央集権的であり権力的統制の色彩が強いの

は､地方債制度であろう｡地方税及び地方財政交付金がシャウプ勧告の趣旨に

基づいて根本的に改革され､国庫補助金も大幅に整理されたのにもかかわらず､

地方債制度のみは依然として旧態のまま放置されている｡｣,と強い口調で批判

した後に､改善策として､第1は公債償還費が歳出の一定割合を超えないよう､

地方債の最高発行限度額を法定すること､第2に性質上地方債に求めることが

不適当なものはこれを法律で地方債の発行の禁止することは差し支えないが､

その範囲はなるべく狭くすること､第3に地方債資金の供給を預金部資金のみ

に限定せず､広く金融機関､個人等から公募しうる途を開くこと､第4に財政

力の貧弱な地方団体の借入を容易にするため,地方債償還金供給のための金庫

の制度を設け､あるいは国又は都道府県が償還を保証する等の措置を考慮する

こと､第5に地方債に関する統一的な法律を設け､右のほか起債の方法､地方

債の形態,償還年限の最高限度等について規定すること,を掲げている｡

シャウプ勧告及び神戸委員会からの地方債に係わる勧告は､ ｢地方自治｣の考

え方を強く意識して,国の地方財政への関与を最小限に抑えようとしたスタン

スである｡神戸委員会はシャウプ勧告から設定された委員会であるから､シャ

ウプ勧告の影響を強く受けている｡シャウプ勧告においては､使節団員の母国

であるアメリカの地方債制度を基本として勧告をまとめている可能性が高い｡

中川(2006)では､アメリカの地方財政を｢ルール型地方財政｣を呼んでおり,

地方債発行の歯止め策として､多くの州が州憲法や州法令において均衡予算の

規定や地方債発行の限度額の設定等の財政規律を設定している｡このような母
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国の現状が強くシャウプ勧告に反映されている｡

もし､シャウプ勧告若しくは神戸委員会の勧告を受け入れ､勧告通りの地方

財政改革が成されたら､地方財政の姿は大き'<変わるはずであったo　しかし､

藤田(1978)によれば､対日講和の機運が成熟した51年4月に連合最高司令官

が交代し,新しい最高司令官より､ ｢GHQの指令に基づく諸政令を日本政府が検

討し､必要かつ望ましいとみられる修正を加えることを許された｡｣ 45と発表さ

れ､シャウプ勧告若しくは神戸委員会の勧告をそのまま受け入れることをせず,

中央集権的発想による地方財政制度及び地方債制度の設計に押し戻されていっ

た｡

4-4-2 　 ル ー ル 制 度 に よ る 地 方 債 制 度

鈴木氏は前述の神戸委員会の専門調査委員のひとりである｡専門調査委員は

学識経験のある者のうちから会議の推薦に基づいて内閣総理大臣が任命する｡

従って､鈴木氏の意見は神戸委員会の勧告と意見が近い｡地方行政調査委員会

議編(1952)所収の鈴木論文では､地方債許可制の蔵本的な観点として､第1

に原則として地方債を認めない考え方,第2に起債目的による制限､第3に標

準税率による制限､第4に地方債の資金総額を預金部資金に限る点､第5に本

来取り上げられるべき点が取り上げられていない点､との問題意識を示してい

る｡ちなみに第5の取り上げられていない点とは,地方債の発行形態､償還年

限､発行限度及び減債基金管理である｡

後に既に発表した論文をまとめたのが鈴木(1976)である｡地方行政調査委

員会議編(1952)と重複する点もあるが,鈴木(1976)における地方許可制度

への考え方をまとめてみる｡

地方債の起債が許可制度のもとにおかれているのは,第1に国及び民間の資

金需要との調整を図ることの必要性､第2に地方債の原資に限りがあり地方団

体間における弱肉強食を避け､資金の適正配分を期することの必要､第3に地

方財政の健全性をそこなうような安易な起債依存チェックする必要､第4に不

適債事業又は不急不要事業についての起債をチェックする必要､等の理由によ

45 　 藤 田(1978) 13 ペ ー ジ 参 照｡
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るものである｡

第1の理由については､大蔵省と自治省との協議を意味するが､許可制の必

要理由にはならず地方債計画や財政投融資計画の策定において､協議が必要な

のである｡第3及び第4の理由は適債事業が地方財政法及びその他の法律に定

められている｡唯一,許可制度に監督的･取締り的な意味以上に積極的な効用

があるとすれば第2の理由である｡弱小団体の起債にできるだけ良質の資金を

配分することが必要である｡

蔵本的改善策は大体シャウプ勧告に沿うものとして,第1に現在の起債制度

はすべて廃止する｡特に起債目的別起債の許可を止め起債は原則として地方団

体の自由とする｡第2に個々の地方団体につき償還力又は財政力を基準として

地方債を発行しうる限度を法定すること｡第3に地方債発行総額の枠は廃止す

ること｡第4にすべての地方債に対し､預金部以外の銀行､保険会社その他の

金融機関､個人等より公募しうるようにする｡第5に地方債法とでもいうよう

な地方債に関する統一的法律を設け､起債の方法､地方債の形態,償還年限最

長限度､減債基金制度等について決定し､証券市場等における地方債券の流通

力を向上させるo　第6に恒久機関としての地方団体中央金庫を設置するo

第6の地方団体中央金庫の設置については,戦前から提言を行っている｡4657

年に公営企業金融公庫が設置されたが,鈴木氏の提言は公営企業に限った資金

供給期間ではなく､資金が十分あり､普通会計債も引受を行う金融機関である｡

許可制の唯一の存在理由は資金の適正配分を期することの必要であったが,

地方団体中央金庫の設置により弱小団体の起債にできるだけ良質の資金を配分

することが可能になると考えている｡

シャウプ勧告､神戸委員会の勧告及び鈴木氏の構想が､地方債許可制度に替

わる有力な地方債制度であろう｡またこのような地方債制度を岩波,今井及び

岩元各氏においてもひとつの目指すべき制度として,考えられていたと思われ

る｡

46 　 鈴 木(1976) 所 収｢｢ 地 方 信 用 金 庫｣ 創 設 論｣ 初 出1937 年､ 同 時 期 に 三 好(1936) が

同じ構想を発表している｡
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4-4-3 　 東 京 都 起 債 訴 訟 事 件

70　年代後半､東京は, ｢当分の間｣の地方債許可制度に対して訴訟を起こし

て､司法の場で地方債制度のあるべき姿を訴えようとした｡

77年東京都9月議会において,美濃部都知事は､ ｢地方自治法第250条は地

方公共団体に地方債発行に認めず､これを自治大臣の許可にからしめているた

め,自治大臣は,この許可権限をもって地方公共団体が議会の議決を経て提出

する起債計画について､起債の目的､限度額､起債の方法等を全面的に規制し

ている｡このような規制は,憲法の保障する地方公共団体の財政自主権を著し

く制限するものであり､この点地方自治法第250条の規定は､違憲･無効なも

のをいうべきである｡よって､右の規定に基づいて自治大臣が､今後東京都の

行う起債について許可､不況化等の規制を行うことの出来ない旨の確認を求め

る行政訴訟を提起するものとする｡｣ 47と訴訟の提案説明を行った｡

東京都が国を相手の訴訟を起こす動きについて､国会でも取り上げられて､

許可制が憲法の｢地方自治の本旨｣に反するかどうか､また､地方自治法第250

条中｢当分の間｣の意味についての質問に対して48､当時の自治大臣は､ ｢憲法

はもちろん国と全く離れて地方自治というものを認めておるわけじゃございま

せんから､地方自治を取り巻く環境の如何によりましては､地方公共団体の活

動に何らかの調整を加えるということが直ちに憲法の保障いたしまする地方自

治の本旨に違反するものでないこと申すまでもございません｡現行の財政金融

制度の下において､地方債の問題は調整を加えられるべきひとつの問題として

考えられておるわけでございます｡｢当分の間｣という用語は不確定の期限を意

味してあるのであって､時間的に短くなくてはならないという意味にあらざる

ことは,他の法令の用語例から極めて明らかであると考えております｡｣と答弁

した｡

現行の財政金融制度の下では地方債許可制を変更できないと答弁しているが､

現行の財政金融制度と地方債許可制の関係が明らかではない｡地方自治法にお

ける許可制導入理由として､国及び地方団体と民間機関との投資資金の調整を

47 　 平 場･ 植 田(2001) 108 ペ ー ジ よ り

48 　 高 寄(1987) 138 ペ ー ジ よ り
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掲げたが､戦後直後と高度経済成長後の70年台後半においてで同じ財政金融状

況ではありえない｡また､ ｢当分の間｣は法律用語の説明に終始しており､ ｢当

分の間｣は何が変化するまでの期間なのかという実質的な議論を避けている｡

しかし､結局これ以上､地方自治法第250条に基づく地方債許可制度が憲法

違反か否かの議論はされなかった｡美濃部都知事が訴訟提起を計った都議会で

の賛同が得られず訴訟は起こされなかったo　国の政策上の判断として､東京都

の訴訟が認められない可能性は高いが､地方債許可制度が司法上の判断を受け

る貴重な機会を失ってしまったo

4-4-4 　 起 債 自 由 化 論

高等氏の意見は一貫として､地方債の起債権は統治･行政主体として財産管

理権等と同じように当然の地方団体の権利である､と主張している｡高寄(1988

b)において､前述した国会における自治大臣の答弁について､ ｢地方自治体は

国から独立した団体であり､団体としては政府の出先機関でなく行財政の権能

にあって政府と対等の機能を持っている｡地方制度を定めるのは国の権限であ

るが､個 9々)自治体の財政機能に干与する権限は､当然ない.｣ 49と言い切って

いる｡

高 寄(1988a) 及 び 高 等(1988b) で は, 地 方 債 の 許 可 制 の 根 拠 は 資 金 調 整

論､資金保障論及び統制健全化論に大別できるとしており,これら3つの根拠

はどれも薄弱であるとしている｡まず第1に資金調整論は､戦後直後に有効で

あったかもしれないが､経済が立ち直るにつれて資金不足の間′題は解消してい

る｡第2に資金保障論は市町村において必要な資金が自力で調達できないとい

う前提に立っているが,国の許可がなければ市町村は自己調達できないと言い

切れるのか.第3に統制健全化論は､国が地方財政を統制していれば､地方財

政破綻の予防が可能である,という考え方であるが､国の統制ではなく,地方

団体による自己統制や市民の統制の方が望ましい自治の姿であると考えている｡

このように国の主張する根拠が薄弱であるのであるから､地方債制度改革を

唱えている｡第1に許可制と自由制の併存制であり､許可制は政府資金を中心

49 　 高 寄(1988b) 138 ペ ー ジ よ り
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とする一般会計債に限り,それ以外は起債自由制をとり､許可制分についても

1件審査はやめ枠配分とする､第2に自由制の下での地方債発行の資金も地方

団体の選択によること､としている｡起債自由制は,地方自治を拡大し､地方

行財政の活性化をもたらすが､同時に地方団体の責任も拡大すると考えられる｡

地方債の発行は市場メカニズムに基づいて調達されるようになれば､財政状況

の公開,予算編成の改革及び財務会計規則が前提条件となってくる｡

高寄氏の議論は､憲法の地方自治又は地方自治法における｢地方自治の本旨｣

の解釈を真っ向から受け止めた議論である｡ただ､実務的に､地方団体には様々

な財政力の存在するため,市場メカニズムだけに任した資金調達でスムーズに

財政力の小さい地方団体に資金が回るかは疑わしい｡

4-5　分権論による地方債許可制度批判の限界

4-5-1 　 地 方 団 体 間 の 財 政 力 格 差

これまでいくつかの論文を見てきたように､地方債許可制度における国の関

与については､批判が多い｡許可制について批判や問題点を提起するものから､

｢地方自治｣の観点より､許可制を廃止し､どのような起債自由制を導入する

かの議論もある｡

だが､現実には許可制が戦後地方財政のなかで雑持され続けた｡何が許可制

廃止の障害となったのかを,第1に地方団体間の財政格差の存在､第2に政府

間財政関係の存在､第3に地方団体の一歳出活動､第4に公社債市場の未発達､

の4点から検討していく｡当然これらの4点は独立した問題ではなく相互関係

をもって起債自由化の障壁を形成している｡

｢国土の均衡ある発展｣がわが国の国土政策における一貫とした考え方であ

ったが､この掲げた目標が到底に無理な話であるのは,国民皆周知しているこ

とである｡｢国土の均衡ある発展｣ができないのであれば､あらゆる地方団体の

財政力を均等にするなどは不可能である｡財政力が弱い地方団体に長期で低率

な政府資金を充てることが地方債許可制度の存在理由のひとつとして考えられ

ている｡地方分権や起債自由化を進めれば､地方団体間の財政格差は拡がって
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しまうとも言われる｡

地方団体間の財政格差を縮小させるためには､国からの又は地方団体間の財

政調整を必要とする｡現行制度においては,地方団体間の財政格差を埋めるた

め､地方交付税制度がその役割を果たしており,役割を許可するためには､地

方交付税制度の算定裾拠となる基準財政需要額の算出や地方財政計画の精微化

が求められてこよう｡これらの事務強化は地方分権の流れに反するものとなっ

てしまう｡

起債自由化の方向と財政力が弱い地方団体に長期で低率な政府資金を充てる

ことを両立させるため､地方債引受の専門金融機関の設立が幾度となく提言さ

れている｡公営企業金融公庫が57年に設立されるが､原則として地方公営企業

に資金供給を行っている｡地方団体の地方債資金をすべて公営企業金融公庫

でカバこしょうとすると,多くの資金準備を公営企業金融公庫が負わなければ

ならなくなり､組織や資本金の拡充等を図らないといけなくなる｡

地方分権推進による地方債許可制の変更や廃止を求めると､財政調整の強化

か公営企業金融機関のような政策金融機関を設置強化しなければならい選択に

迫られる｡

4-5-2 　 国 と 地 方 団 体 の 政 府 間 財 政 関 係

地方財政制度の中で地方債御度のみを許可制から国の規制を受けない起債自

由制にできるか｡

地方団体が国と同じく統治権を持った公共団体である所以は,課税権にある｡

地方団体は法令及び条例に~より税金を地域住民や地元企業等に課すことができ

る｡憲法では､第30条で｢国民は､法律の定めるところにより､納税の義務を

負ふ｡｣とし､第84条で｢あらたな租税を課し､又は現行の租税を変更するに

は､法律又は法律の定める条件によることを必要とするo｣としている.地方税

に関しては､地方税法において､原則として都道府県と市町村それぞれが課す

ることのできる税目や標準税率等が定まっている｡

地方交付税も国により基準財政需要額の算定方法が決まっている｡

国庫補助金は国の一方的決定に近い形で決定される｡
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今井(1979)にあるように､地方税､地方交付税､国庫補助金は国の関与を

大きく受けているので､地方債許可制度だけを起債自由制のような国の関与を

弱める制度変更はしない､という議論がある｡国と地方団体の政府間財政関係

のレベルで地方債制度のあるべき姿を考えなければならない面もある0

国と地方団体の政府間財政関係の見直しを提言したのが先に取り上げた｢シ

ャウプ勧告｣である｡シャウプ勧告は政府間財政関係の改革を提言し,国も勧

告を受け入れようと地方財政の制度改革を行った｡しかし､制度改革後の新財

政制度は長く続かなかった｡シャウプ勧告による制度改革とその改革が挫折す

る経験から学習できるものはないか､歴史を振り返ってみる｡

シャウプ勧告は､地方自治の確立を目標とすると､当時の日本は､地方自治

の極め未熟な段階であり､地方団体の財政力を強化し､これとともに富裕地方

団体と貧困地方団体の財政力の更に均等化を求めている｡地方自治を実現する

ために行政事務において､国､都道府県及び市町村で重複する事務を整理する

とともに､地方財政においても､都道府県と市町村は独立した税目を持ち､よ

り市町村の増税を図ることとしている｡補助金についても整理が必要とし,全

額国が負担している経費は国の事務として､一部補助金についても減額する必

要がある｡また､富裕地方団体と貧困地方団体の財政力を均等化するため,地

方平衡交付金の創設を提言した｡地方平衡交付金は地方団体ごとに標準税率に

よる地方税予想収入額と地方行政に必要な最低経費を埋め合わせるための,国

から地方団体への交付金である｡

地方税拡充には,市町村税､固定資産税及び附加価値税の創設を含んだ地方

税法改正案を国会に提出した｡与党である自由党は賛成であったが､他の党は

いっせいに反対した｡国会では衆議院で可決されたが参議院で否決され､改正

案は廃案となってしまった｡次の国会で､税率を引き下げたり､附加価値税の

導入を延期したりする等の譲歩を行い､改正案は可決された｡しかしI 54年度

には再び地方税の改正が行われ､道府県民税を創設して市町村民税の納税義務

者と同じひとからの徴収する税の導入､事業税における控除金額の引上げ､固

定資産税の成立の引下げ､不動産取得税の創設､たばこ消費税の創設等及び附

加価値税の廃止が提案され可決された｡

シャウプ税制が導入された当時､経済状況は良くなくシャウプ税制により地
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方財政は好転しなかったこと､サンフランシスコ講和条約後に政治･行政面で

は､ GHQ時代に制定された制度の見直し感があること､国の官僚が地方団体

の行財政運営に不信感を抱いていること等がシャウプ税制改正の背景にあると

思われる｡また､シャウプ勧告後に導入された地方平衡交付金も､地方団体の

資金需要面だけではなく､資金源についても国税の一定割合とする制限を入れ

た地方交付税制度が制定変更された｡

地方債許可制度においては､シャウプ勧告を受け入れなかった事実からも,

政治･行政はGHQのアメリカ流民主主義には慣れず､受け入れず､これまで

の制度維持･復活に躍起となっていた｡

4-5-3 　 地 方 団 体 の 歳 出 行 動

前項では､国と地方団体の政府間財政関係についてまとめたが､別な角度か

ら眺めると､その政府財政関係の程度の問題がある｡岩波日979) (1993)及び

今井(1979)では､地方債許可制あるいは政府間財政関係を国の統制手段とし

てとらえているが､ ｢統制｣という表現が適当であるかは再検討の余地がある｡

図表4-1は　80　年度以降の地方債最終計画額と地方許可実績額を比較して

いる｡縦軸の比率は､ (地方許可実績額/地方債最終計画額)の値である｡値が

例えば1.0であれば最終計画額と許可実績額が等しく､国が,地方団体がどれ

だけの地方債発行額が適正であるかの額と地方団体が実際の申請を行って許可

された額が同じであると言え､国が考える額を地方団体が申請､許可されたと

考えられる｡図表4-2の98年度以降の縦軸の比率を見ると､ 1.0以下の比率

が続くのがわかる｡ (地方許可実績額/地方債最終計画額)が1.0未満であると

いうことは､国が適正であると考える地方団体の地方債発行額を地方団体が申

請して許可された嶺が下回ることを意味する｡もし､国が地方財政を厳しく統

制していればこのような状況は発生しないだろうo　また､高度経済成長期(60

年度から74年度まで)の(地方許可実績額/地方債最終計画額)を3章で示し

たが､この時期は比率が1.0を超える数値を示す｡国は地方団体が健全な地方

財政状態を維持できる地方債発行額を上回って､地方債の起債を許可している｡

この状況も,地方財政は国に統制されていたとは言い幸い｡

193



図表4-1　最終計画額に対する許可実績額の比率の推移

1.40

0.60 　 ト

I ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 】- サ ー ㍉I. ■ ■ ■ ■u ■ ■ ■ ■l ■ ■ ■ ■1 -(

#fw流蒔*攣fwq#wq為@fwqq@fwo粟0㌔0㌔

盲南面7高藤｢
し _  _ I _ _ _ _ _ _ _ . _ _ _ _ _ _ I - _  _ _

(出所)地方債統計年報

194



行政学において,村松岐夫氏は従来の中央地方関係に加え新しいモデルを提

起している｡多くの補助事業や機関委任事務の従来の中央地方関係を｢垂直的

行政統制モデル｣と呼び､地域開発政策のように中央施策で実施を地方に依存

するものを｢水平的政治競争モデル｣として､福祉や環境に関する行政のよう

に中央､府県及び市町村の全レベルが関与する関係を｢相互依存｣とし捉えて

いる｡ 50村松氏は､ ｢水平的政治競争モデル｣や｢相互依存モデル｣は｢垂直的

行政統制モデル｣と対立する概念ではなく,現実の行政をモデル化したときに

3つのモデルが補完し合う関係にあると考えている｡

国と地方団体の関係は,決して統制モデルのみではなく､他の地方団体の動

きや､他のレベルの行政と関連をもつことにより､説明モデルを変えていかね

ばならない｡地方団体の財政活動にあたっても､国は地方財政運営をコントロ

ールしているが,首長及び議会の財政状況への判断や他地方団体の地方財政活

動等も影響を及ぼしている｡地方債許可制度の中でも､地方債計画と地方団体

の発行許可額の関係を見ると､地方団体の財政活動における自主判断が存在し

ていると言える｡国による地方財政統制論は､地方団体の自主判断の行動を見

逃しがちになってしまう｡

4-5-4 　 公 社 債 市 場 の 未 発 達

地方債を発行した場合,地方団体への融資先は資金提供とともに借入証書あ

るいは地方債券を手に入れる｡通常､借入証書の場合､金融機関と民間企業の

金融取引と同じく､長期の証書借入と処理され､融資先が地方団体への債券を

返済されるまで持ち続ける｡一方､地方債券であれば､手に入れた融資先は債

券を他の第三者に売買して譲り渡すことが可能である｡しかし､第三者に売買

するためには流通市場の存在が必要であり､売買取引高を増加させるためには､

流通市場の拡充が必要になってくる｡

わが国の金融制度は､戦後から高度経済成長期まで直接金融ではなく間接金

融の形態を発展させた｡公社債が注目されてきたのは､ 65年の国債発行からで

あり, 70年代に入り経済成長は低くなり国の財政も歳入を､大量の国債発行で

50 　 村 松(1988) 173 ペ ー ジ を 参 照｡
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補うしかなくなった｡そして､どう大量発行の国債を消化するかが問題となり､

国債の金融商品としての多様性,銀行における公共債の取扱解禁及び国債金流

通市場の拡大､等が進み､ 80年代の｢金融自由化｣に拍車をかけた｡

社債等は､企業における間接金融による資金調達が依然として中心であり､

社債市場の厚みは進まず､公社債市場においては､圧倒的な国債中心の発行･

流通市場が形成されるようになった｡

4-6 　 第4 章 の 議 論 整 理

第4章の議論整理は､前節で整理した通りである｡地方債許可制にける国と

地方団体の関係は決して､主従の関係ではなく､地方債許可制度により地方財

政を統制しているわけではない｡だが､国と地方団体は特に高度経済成長期ま

では国から見ると国土開発､地方団体から見ると地域開発や都市開発と同じ政

策目標を持っており＼ ｢良質な資金｣も豊富にあり,国や地方団体が地方許可制

度を改定するインセンティブを持っていなかった｡また､地方債制度の周辺環

境として､地域の格差問題､国と地方団体の地方債制度以外の関係､地方団体

の行動モデルの多様性､間接金融を中心にした日本の金融システム等､地方債

許可制について論じなければならない裾野は広い｡
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終わりに代えて

本論文は､ 1945年度(昭和35年度)から74年度までの戦後復興期及び高度

経済成長期を通して､どのように地方債許可制度が導入され,変容していき､

そして､許可制度が雄持されたのかを明らかにすることを目的にして論じてき

た｡

筆者の頭には､地方団体の借入行動は地方団体が判断して責任を取ればよい

のではないか,という意識を持っている｡これを単純な回答と提出するのは拙

速であることは序文に論じた｡

だが､戦後の地方債許可制度の生成を追っている時でも､起債自由化のタイ

ミングがいつかなかったのか､と考えた. GHQがもっと執物にアメリカの自

治制度の導入を図ったらどうなっていたか､または､高度経済成長期に資金力

の豊富な地方団体が起債自由化に声を上げたらと､ ｢もしも,｣の世界を想像し

た｡しかし､現実的な対応としては,起債自由化は難しかったと考える｡

現在において､地方債許可制度の役割は,第1に社会資本投資としての資金

調達手段,第2に地域格差における資金調達の解消､第3に国との政策調整に

あると考えている｡地方債許可制度を維持のため､地方団体への注文と同時に

インセンティブが働くような地方税財政制度の運用をこれまで図ってきたのだ

が､国の財政悪化の度合いが激しく､運用策も取りづらくなってきている｡そ

の様な状況の中で､国と地方団体の地方債制度以外の関係､地方団体の行動モ

デルの多様性,間接金融を中心にした日本の金融システム等に変動が生じてお

り,これから地方債発行の届け出制が進み､地方団体の起債自由化の時代が来

るのではないかと予感している｡

課題としては､第1に地方債許可制度の下での地方団体の行動の一例として

千葉県を取り上げたが,他の都道府県の例も触れ,千葉県の開発行政の一般性

及び特殊性を検証する必要があったo　また､市町村レベルではどの様な行動を

取っていたのかも興味深い｡第2に本論は地方債許可制度における許可方針の

意味するものに注目したが､地方債計画に着眼点を置き､金融面からのアプロ

ーチも存在すると考えている｡
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